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第１章  計画の基本的事項 

１. 改定の趣旨・目的 

これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄型のライフスタイルや社会経済活動により、私た

ちは物質的な豊かさを手に入れた一方で、環境への負荷が増大し、天然資源の枯渇や地球温暖

化等、地球規模での環境問題を招き、今日では国際的にその解決を図ることが世界共通の課題

となっています。 

国では 2050（令和 32）年のカーボンニュートラルに向けて「廃棄物の処理及び清掃に関する

法律に関する基本的な方針」（以下「廃棄物処理基本方針」と表記します。）の変更やプラスチ

ックのさらなる資源化を目指した「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」（以下

「プラスチック資源循環法」と表記します。）の制定など廃棄物分野を取り巻く環境は目まぐる

しく変化しています。 

こうした状況の中で、4R（「発生回避（Refuse:リフューズ）」、（「発生抑制（Reduce:リデュー

ス）」、「再使用（Reuse：リユース）」、「再生利用（Recycle：リサイクル）」）の推進や、中間処理

施設における積極的な熱回収等、次世代に持続可能な循環型社会の形成に取り組んでいます。 

五島市（以下「本市」という。）においても、「広報ごとう」、「ごとうチャンネル」やホームペ

ージの内容充実、「リユースフェア」等のイベント開催などを通じて、ごみをつくらない、出さ

ないための啓発活動等を実施してきました。 

また、ごみの分別については、2016（平成 28）年度から「資源ごみ 3」にリサイクル可能な

紙を「雑がみ」として新たに加えて、ごみの資源化を積極的に推進しています。 

中間処理施設については、福江清掃センター及び富江クリーンセンターの施設の耐用年数や

経済性を考慮し、集約化した新たな焼却施設（五島市クリーンセンター）が 2019（令和元）年

11月に供用開始しました。 

生活排水処理については、本市では、自然環境の保全と、生活排水による水質の汚濁を防止

するため、2014（平成 26）年度から合併処理浄化槽の設置工事費への補助金の嵩上げを行い、

合併処理浄化槽の普及を中心に、生活排水対策を推進しています。 

生活排水処理施設の中間処理施設は、福江衛生センター、五島西部衛生センター及び奈留衛

生センターの 3施設で処理を行って来ましたが、各施設の老朽化や処理体制の効率化を考慮し、

将来にわたって安定的なし尿・浄化槽汚泥の処理を行うために、福江衛生センターに 3 施設を

統合させるための基幹改良工事を 2014（平成 26）～2015（平成 27）年度に実施し、処理の一元

化を行っています。 

これらの状況を踏まえ、本市では 2019（平成 31）年 3月にごみ減量の推進や循環型社会形成

の指針となる「五島市一般廃棄物処理基本計画」を策定しましたが、現行計画の策定から 5 年

を経過したことから今回見直しを行います。（以下、2019（平成 31）年 3月策定の計画を「現行

計画」、見直し後の計画を「本計画」と表記します。） 
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２. 計画の位置付け 

本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 6条第 1項」及び「五島市廃棄物の減量及

び適正処理に関する条例」に基づいて定めるものです。 

本計画は、本市が長期的・総合的視点に立って、計画的な一般廃棄物処理の推進を図るため

の基本方針となるものであり、ごみ処理について、排出の抑制及びごみの発生から最終処分に

至るまで適正な処理を進めるために必要な基本的事項を定めるものとして位置付けられていま

す。また、生活排水処理についても、生活排水処理を推進するための基本方針等を定めるもの

として位置付けられています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-１ 計画の位置付け 

 

  

国の法律・計画 五島市の条例・計画

【再生利用の促進】

【個別物品の特性に応じた規制】 　長崎県の計画

【素材に着目した包括的な法制度】

【国が率先して再生品等の調達を推進】

グリーン購入法

廃棄物処理法

環境基本計画

循環型社会形成推進基本計画

廃棄物処理基本方針

プラスチック資源循環法

五島市一般廃棄物処理基本計画

五島市一般廃棄物処理計画

容器包装リサイクル法

家電リサイクル法

食品リサイクル法

建設リサイクル法

自動車リサイクル法

小型家電リサイクル法

長崎県廃棄物処理計画

五島市まち・ひと・しごと創生
人口ビジョン総合戦略
令和2年度～令和6年度

五島市一般廃棄物処理実施計画

循環型社会形成推進基本法

資源有効利用促進法

環境基本法

 ・ごみ処理基本計画

 ・生活排水処理基本計画

 ・ごみ処理実施計画

 ・生活排水処理実施計画

五島市廃棄物の減量及び
適正処理に関する条例



第１章｜計画の基本的事項 

 

3 

３. 対象期間 

本計画は、2024（令和 6）年度を初年度とし、最終目標年度を 2033（令和 15）年度とした 10

年間を計画期間としています。また、計画策定から概ね 5年毎に計画の進捗状況の評価を行い、

計画を見直します。本計画は、現行計画策定から 5 年目を迎えたことから目標達成状況の確認

とともに見直しを行うものです。なお、一般廃棄物処理・処分等に関わる諸条件に大きな変動

があった場合なども、必要に応じて見直すものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-２ 計画期間 

 

４. 適用範囲 

本計画では、市町村の処理責任に位置付けられている一般廃棄物のうち、「ごみ」、「し尿」及

び特別管理一般廃棄物のうち焼却処理によって発生する「ばいじん」を対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-３ 計画対象の廃棄物 
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廃棄物の区分

※1： 一般廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれのあるもの

※2：

※3： 産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれのあるもの

資料： 環境省

燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残さ、動物系固形不要
物、ゴムくず、金属くず、ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず、鉱さい、がれき類、動物のふん尿、動物の死体、
ばいじん、輸入された廃棄物、上記の産業廃棄物を処分するために処理したもの

  特別管理一般廃棄物（※1）

廃棄物

（事業者の処理責任）

産業廃棄物   事業活動に伴って生じた廃棄物のうち法令で定められた20種類（※2）

  特別管理産業廃棄物（※3）

一般ごみ（可燃ごみ、不燃ごみ等）
（市町村の処理責任）

  家庭系ごみ
ごみ

粗大ごみ一般廃棄物
  事業系ごみ

し尿
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５. 持続可能な開発目標(SDGs)について 

持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）とは、2015（平成 27）年 9月の国連

サミットで加盟国の全会一致で採択された 2030（令和 12）年までに持続可能でよりよい世界を

目指す国際目標です。17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残

さない」社会の実現を目指しています。 

廃棄物対策は持続可能な社会づくりの実現に密接な関わりがあり、本計画を通じて SDGsの実

現に向けて様々な取り組みを推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画においては、SDGsの次のような目標と関連があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

  

目標１１［住み続けられるまちづくりを］ 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）
で持続可能な都市および人間居住を実現
する 

目標１３［気候変動に具体的な対策を］ 

気候変動およびその影響を軽減するため
の緊急対策を講じる 

目標１５［陸の豊かさも守ろう］ 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利
用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠
化への対処、ならびに土地の劣化の阻止･
回復及び生物多様性の損失を阻止する活
性化する 

目標１２［つくる責任、つかう責任］ 

持続可能な生産消費形態を確保する 

目標９［産業と技術革新の基盤を作ろう］ 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包
摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイ
ノベーションの推進を図る 

目標１４［海の豊かさを守ろう］ 

持続可能な開発のために海洋・海洋資源
を保全し、持続可能な形で利用する 

目標４［質の高い教育をみんなに］ 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い
教育を確保し生涯学習の機会を促進する 

目標１７［パートナーシップで目標を達成

しよう］ 

持続可能な開発のための実施手段を強化
し、グローバル・パートナーシップを活
性化する 
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第２章 五島市の地域特性 

第１節 自然的特性 

１. 地理的・地形的特性 

本市は、長崎県に属する九州本土の西、五島列島の西南に位置しています。長崎港から約 100

㎞に位置し総面積は 420.12km2、主要な島として奈留島、久賀島、福江島の大きな島およびその

周辺の小さな島々からなっています。自然海浜や火山海蝕涯など複雑で変化に富んだリアス式

海岸の地形を持ち、豊かな自然景観を有しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-１ 本市の位置 
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２. 気象 

本市の気候は、対馬暖流の影響を受け、2022（令和 4）年年間平均気温は 17.4℃と、冬は暖

かく夏は涼しい海洋性の気候区（西海型気候区）に属しています。台風の常襲地域でもあり、

年間平均降水量は 1,847.0mmとなっています。 

 

表 ２-１気温・降水量の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-２ 気温・降水量の状況（2022（令和 4）年） 

 

 

 

 

単位:℃ 単位:mm

2018 2019 2020 2021 2022 2018 2019 2020 2021 2022

（平成30年）（令和元年）（令和2年） （令和3年） （令和4年） （平成30年）（令和元年）（令和2年）（令和3年）（令和4年）

6.3 8.4 10.3 7.7 7.4 104.5 28.0 183.0 75.0 54.5

6.3 9.5 10.0 10.1 6.9 106.0 113.5 132.5 103.0 14.0

11.9 11.7 12.0 13.6 12.4 231.0 132.0 288.0 174.0 178.0

16.4 14.9 13.6 15.9 15.8 138.5 233.5 114.5 155.0 226.5

19.5 19.4 19.5 19.1 19.3 190.0 127.0 207.0 312.0 93.5

22.2 21.8 23.4 22.6 22.9 221.0 282.0 482.5 295.0 295.0

27.2 24.9 24.8 26.9 27.1 256.0 696.5 647.0 69.0 185.5

28.4 27.0 28.2 26.8 28.2 83.5 273.5 227.5 961.5 209.0

24.3 24.7 23.3 24.6 24.5 262.0 702.5 568.5 321.5 367.0

18.6 20.3 19.3 20.3 19.2 65.0 173.0 181.0 56.5 39.0

14.6 15.1 15.2 13.8 16.2 73.0 49.5 88.5 183.5 46.5

10.7 11.0 9.0 9.7 8.5 132.5 168.5 64.0 76.5 138.5

17.2 17.4 17.4 17.6 17.4 1863.0 2979.5 3184.0 2782.5 1847.0

出典：気象庁
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３. 土地利用状況 

本市の土地利用状況はその他を除き、山林が 93.01km2と最も多く、全体の 22.1％を占め、次

いで畑 13.5％、原野 5.3％、田 4.8％、宅地 2.4％の順となっています。 

 

表 ２-２ 土地利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-３ 土地利用状況 

 

 

  

田

19.98km2

(4.8%)

畑

56.59

(13.5%) 宅地

10.00km2

(2.4%)

山林

93.01km2

(22.1%)

原野

22.3km2

(5.3%)

その他

218.24km2

(51.9%)

総面積

420.12km2

単位：km2

地目 田 畑 宅地 山林 原野 その他 総面積

面積 19.98 56.59 10 93.01 22.3 218.24 420.12

出典：令和4年版五島市統計書（令和5年5月）
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第２節 社会的特性 

１. 人口動態等・地区別人口分布 

（１）人口及び年齢別人口分布 

2020（令和 2）年に実施された国勢調査によると、本市の総人口は 34,391人で、前回調査結

果より、2,936人(▲7.9％)の減少となっています。年齢構成の割合については、年少人口(15

歳未満)10.5％、生産年齢人口(15 歳～64 歳)48.7％、老齢人口(65 歳以上)40.8％となってお

り、前回調査結果と比較すると、年少人口 0.6ポイント、生産年齢人口 3.4 ポイントの減少に

対し、老齢人口は 4.0ポイントの増加となっており、少子高齢化が進んでいることが分かりま

す。 

 

表 ２-３ 人口及び世帯数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-４ 年齢別人口分布 2020（令和 2）年 

 

 

10.5 12.6 12.1

48.7
54.3 59.2

40.8
33.1 28.7

0

20

40

60

80

100

五島市 長崎県 全国

（％）

年少人口 生産年齢人口 老齢人口

世帯数 人口増減数 人口増減率 1世帯当たり

総数 男 女 （戸） （人） （％） 人員（人）

1985
(昭和60年)

57,736 27,082 30,654 20,473 ▲ 3,211 ▲ 5.3 2.8

1990
(平成2年)

54,143 25,132 29,011 20,187 ▲ 3,593 ▲ 6.2 2.7

1995
(平成7年)

51,295 23,690 27,605 20,113 ▲ 2,848 ▲ 5.3 2.6

2000
(平成12年)

48,533 22,493 26,040 19,967 ▲ 2,762 ▲ 5.4 2.4

2005
(平成17年)

44,765 20,610 24,155 19,305 ▲ 3,768 ▲ 7.8 2.3

2010
(平成22年)

40,622 18,782 21,840 18,382 ▲ 4,143 ▲ 9.3 2.2

2015
(平成27年)

37,327 17,339 19,988 17,425 ▲ 3,295 ▲ 8.1 2.1

2020
(令和2年)

34,391 16,141 18,250 16,387 ▲ 2,936 ▲ 7.9 2.1

出典：国勢調査

人口（人）
年　次
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表 ２-４ 年齢別人口分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15歳未満 15～64歳 65歳以上 15歳未満 15～64歳 65歳以上

（年少人口） （生産年齢人口） （老齢人口） （年少人口） （生産年齢人口） （老齢人口）

男 6,844 16,774 3,463 27,081 25.3 61.9 12.8

女 6,681 18,590 5,383 30,654 21.8 60.6 17.6

合計 13,525 35,364 8,846 57,735 23.4 61.3 15.3

男 5,811 15,608 3,712 25,131 23.1 62.1 14.8

女 5,761 17,288 5,960 29,009 19.9 59.6 20.5

合計 11,572 32,896 9,672 54,140 21.4 60.7 17.9

男 4,948 14,340 4,400 23,688 20.9 60.5 18.6

女 4,891 15,692 7,020 27,603 17.7 56.9 25.4

合計 9,839 30,032 11,420 51,291 19.2 58.5 22.3

男 3,922 13,555 5,012 22,489 17.4 60.3 22.3

女 3,875 14,361 7,804 26,040 14.9 55.1 30.0

合計 7,797 27,916 12,816 48,529 16.1 57.5 26.4

男 3,152 12,101 5,342 20,595 15.3 58.8 25.9

女 3,033 12,820 8,297 24,150 12.6 53.0 34.4

合計 6,185 24,921 13,639 44,745 13.8 55.7 30.5

男 2,481 11,013 5,273 18,767 13.2 58.7 28.1

女 2,326 11,229 8,272 21,827 10.7 51.4 37.9

合計 4,807 22,242 13,545 40,594 11.8 54.8 33.4

男 2,107 9,625 5,540 17,272 12.2 55.7 32.1

女 2,039 9,728 8,170 19,937 10.2 48.8 41.0

合計 4,146 19,353 13,710 37,209 11.1 52.1 36.8

男 1,800 8,314 5,961 16,075 11.2 51.7 37.1

女 1,811 8,363 8,041 18,215 9.9 46.0 44.1

合計 3,611 16,677 14,002 34,290 10.5 48.7 40.8

男 84,338 345,185 180,449 609,972 13.8 56.6 29.6

女 79,965 360,892 249,904 690,761 11.6 52.2 36.2

合計 164,303 706,077 430,353 1,300,733 12.6 54.3 33.1

男 7,659,971 36,753,516 15,344,951 59,758,438 12.8 61.5 25.7

女 7,295,721 36,169,248 19,990,854 63,455,823 11.5 57.0 31.5

合計 14,955,692 72,922,764 35,335,805 123,214,261 12.1 59.2 28.7

出典：国勢調査（年齢不詳人口を除く）

割合（％）

長崎県

全国

1995
(平成7年)

2000
(平成12年)

2005
(平成17年)

2010
(平成22年)

2015
(平成27年)

2020
(令和2年)

区分

人口（人）

総数

1985
(昭和60年)

1990
(平成2年)

年　次
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（２）異動人口推移 

異動人口の推移では、社会増減及び自然増減ともに減少を示しています。 

 

表 ２-５ 異動人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-５ 異動人口推移 
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2018

(平成30年)

2019

(令和元年)

2020

(令和2年)

2021

(令和3年)

2022

(令和4年)
（人）

社会増減 自然増減 外国人登録者数

単位：人

2018
(平成30年)

2019
(令和元年)

2020
(令和2年)

2021
(令和3年)

2022
(令和4年)

男 691 698 717 657 693

女 594 591 596 516 649

計 1285 1289 1313 1173 1342

男 -730 -655 -642 -717 -714

女 -721 -601 -602 -680 -649

計 -1451 -1256 -1244 -1397 -1363

男 -39 43 75 -60 -21

女 -127 -10 -6 -164 0

計 -166 33 69 -224 -21

男 116 91 90 94 87

女 105 105 99 101 86

計 221 196 189 195 173

男 -314 -295 -308 -319 -325

女 -349 -323 -366 -363 -379

計 -663 -618 -674 -682 -704

男 -198 -204 -218 -225 -238

女 -244 -218 -267 -262 -293

計 -442 -422 -485 -487 -531

男 -237 -161 -143 -285 -259

女 -371 -228 -273 -426 -293

計 -608 -389 -416 -711 -552

110 151 177 166 267

出典：令和4年長崎県異動人口調査結果、令和4年版五島市統計書（令和5年5月）

合計

自然増減

人口増減

 外国人登録者数

区　分

転入

転出

合計

社会増減

出生

死亡
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（３）地区別人口分布 

地区別の人口構成は、福江地区 21,790 人と全体の 63.6％を占め、次いで富江地区 12.1％、

岐宿地区 8.6％、三井楽地区 6.6％、奈留地区 5.7％、玉之浦地区 3.4％となっています。 

 

表 ２-６ 地区別人口分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-６ 地区別人口分布 

 

２. 産業の動向 

（１）産業全体の概要 

本市の産業大分類別人口は、第 1 次産業人口は減少傾向、第 2 次産業人口は 1990（平成 2）

～1995（平成 7）年に一時的に増加したものの、その後は減少に転じています。一方で第 3次

産業人口は増加傾向にあります。 

2019（令和元）年度の新規把握事業所数は、卸売、小売業が最も多く、全体の約 18.4％、次

いで農林漁業が約 11.8％となっています。 

福江

21,790人

(63.6%)

富江

4,163人

(12.1%)

岐宿

2,947人

(8.6%)

三井楽

2,266人

(6.6%)

奈留

1,949人

(5.7%)

玉之浦

1,175人

(3.4%)

総人口

34,290人

単位：人

総数 福江 富江 玉之浦 三井楽 岐宿 奈留

総数 34,290 21,790 4,163 1,175 2,266 2,947 1,949

男 16,075 10,116 1,974 574 1,114 1,367 930

女 18,215 11,674 2,189 601 1,152 1,580 1,019

総数 3,611 2,611 402 65 172 278 83

男 1,800 1,297 211 33 76 145 38

女 1,811 1,314 191 32 96 133 45

総数 16,677 11,224 1,788 421 1,079 1,369 796

男 8,314 5,520 872 231 580 685 426

女 8,363 5,704 916 190 499 684 370

総数 14,002 7,955 1,973 689 1,015 1,300 1,070

男 5,961 3,299 891 310 458 537 466

女 8,041 4,656 1,082 379 557 763 604

出典：令和4年版五島市統計書（令和5年5月）

老齢人口
（65歳以上）

総人口

区　分

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）
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表 ２-７ 本市産業大分類別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ２-８ 新規把握事業所数・従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総数 男 女

全産業 152 1,102 657 444

　農林漁業 18 239 194 45

　鉱業、採石業、砂利採取業 － － － －

　建設業 15 113 100 13

　製造業 6 25 13 39

　電気・ガス・熱供給・水道業 7 19 12 7

　情報通信業 2 44 10 34

　運輸業、郵便業 2 20 16 4

　卸売業、小売業 28 255 150 105

　金融業、保険業 1 12 10 2

　不動産業、物品賃貸業 4 23 6 17

　学術研究、専門・技術サービス業 2 6 6 －

　宿泊業、飲食サービス業 17 78 29 49

　生活関連サービス業、娯楽業 11 23 12 11

　教育、学習支援業 4 32 4 28

　医療、福祉 10 65 22 43

　複合サービス事業 － － － －

　サービス業（他に分類されないもの） 25 121 73 47

出典：令和元年度経済センサス基礎調査（甲調査）

事業所数（所）

従業者数（人）

産業

総数 前回比較

人
割合

（％）
人

割合
（％）

人
割合

（％）
人

割合
（％）

人 人

1955
（昭和30年）

28,220 71.7 3,079 7.8 8,053 20.5 1 0.0 39,353 －

1960
（昭和35年）

23,970 65.6 3,509 9.6 9,075 24.8 8 0.0 36,562 ▲ 2,791

1965
（昭和40年）

18,603 59.3 2,895 9.2 9,853 31.4 13 0.0 31,364 ▲ 5,198

1970
（昭和45年）

14,453 51.7 2,702 9.7 10,779 38.6 2 0.0 27,936 ▲ 3,438

1975
（昭和50年）

11,154 45.8 2,520 10.3 10,663 43.8 20 0.1 24,357 ▲ 3,579

1980
（昭和55年）

9,571 38.3 3,438 13.8 11,948 47.9 7 0.0 24,964 ▲ 607

1985
（昭和60年）

8,410 35.2 3,274 13.7 12,198 51.0 14 0.1 23,896 ▲ 1,068

1990
（平成2年）

5,901 26.4 4,244 19.0 12,241 54.7 5 0.0 22,391 ▲ 1,505

1995
（平成7年）

4,787 22.0 4,136 19.0 12,826 59.0 2 0.0 21,751 ▲ 640

2000
（平成12年）

3,616 17.8 3,923 19.3 12,785 62.9 5 0.0 20,329 ▲ 1,422

2005
（平成17年）

3,227 17.1 3,030 16.1 12,584 66.7 17 0.1 18,858 ▲ 1,471

2010
（平成22年）

2,791 16.4 2,192 12.9 11,791 69.3 235 1.4 17,009 ▲ 3,320

2015
（平成27年）

2,491 15.3 2,114 13.0 11,391 70.2 240 1.5 16,236 ▲ 2,622

2020
（令和2年）

2,187 14.4 1,913 12.6 10,696 70.5 370 2.5 15,166 ▲ 1,070

出典：令和4年版五島市統計書（令和5年5月）

年次

第1次産業人口 第2次産業人口 第3次産業人口 分類不能
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（２）農業 

恒常的に農林業従事者の高齢化と後継者不足が続いており、65 歳以上の従業者が全体の約

46％を占めています。 

畑作が中心で、肉用牛、葉たばこが主幹作物となっています。温暖な気候を活かして、ブロ

ッコリー、高菜、アスパラガス、スナップエンドウ、中玉トマト等の産地化を進めています。 

 

表 ２-９ 年齢別世帯員数（販売農家） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-７ 年齢別世帯員数（販売農家） 

 

単位：人

区分 総数 福江 富江 玉之浦 三井楽 岐宿 奈留

農家総人口 2,033 857 240 137 185 603 11

0-14 116 56 21 5 5 27 2

15-19 58 19 9 － 3 24 3

20-24 45 20 4 － 3 18 －

25-29 40 19 6 － 2 13 －

30-34 52 31 7 4 1 9 －

35-39 67 29 12 7 8 11 －

40-44 62 20 8 5 2 26 1

45-49 92 34 14 5 1 37 1

50-54 120 40 16 10 8 45 1

55-59 177 64 13 11 20 68 1

60-64 259 97 34 16 37 75 －

65-69 297 130 31 26 26 84 －

70-74 275 121 38 18 27 70 1

75歳以上 373 177 27 30 42 96 1

出典：令和4年版五島市統計書
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表 ２-１０ 農産物販売金額 1位の部門別農家数（販売農家）推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-８ 農産物販売金額 1位の部門別農家数（販売農家）推移 
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（平成12年）
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（平成17年）

2010

（平成22年）

2015

（平成27年）

2020

（令和2年）

（戸） 畜産 畑作 稲作

単位：戸

2000
（平成12年）

2005
（平成17年）

2010
（平成22年）

2015
（平成27年）

2020
（令和2年）

1,465 1,112 1,032 844 717

619 429 341 302 207

麦類作 46 36 19 36 38

雑穀・いも類・豆類 176 96 69 43 49

工芸農作物 150 131 112 66 49

露地野菜 68 79 124 113 95

施設野菜 68 61 92 61 47

果樹類 7 13 11 12 15

花き・花木 8 7 7 5 6

その他の作物 11 8 7 6 28

酪農 12 5 3 3 2

肉用牛 292 241 239 192 172

養豚 6 4 4 2 4

養鶏 2 2 4 2 3

養蚕 － － － － －

その他の畜産 － － － 1 2

出典：令和4年版五島市統計書

区分

計

稲作

畑作

畜産
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（３）水産業 

本市の水産業は農業同様高齢化が続いており、2018（平成 30）年では 65 歳以上の従事者が

全体の約 33％を占めています。 

また、一本釣り、はえ縄、定置網が経営の主体ですが、まき網漁業と合わせて減少傾向にあ

ります。 

本市ではマグロの中間育成や孵化から成魚までの完全養殖化が行われています。 

 

表 ２-１１ 年齢別漁業就業者数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-９ 年齢別漁業就業者数推移 

 

 

0

100

200

300

400

500

600

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

（人） 2003(平成15)年 2008(平成20)年 2013(平成25)年 2018(平成30)年

単位：人

区分
2003

(平成15年)
2008

(平成20年)
2013

(平成25年)
2018

(平成30年)

合計 1,784 1,501 1,150 952

15～19歳 13   7   10 4

20～24歳 34   30   18 16

25～29歳 38   45   36 33

30～34歳 53   54   46 41

35～39歳 90   61   54 43

40～44歳 141   93   82 60

45～49歳 233   132   95 66

50～54歳 227   215   119 91

55～59歳 189   227   190 107

60～64歳 202   166   177 177

65歳以上 564 471 323 314

出典：漁業センサス
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表 ２-１２ 漁獲高推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-１０ 漁獲高推移 
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(百万円) 海面漁業 養殖業

単位：百万円

年度 総漁獲高 海面漁業 養殖業

2016(平成28)年 8,572 4,304 4,268

2017(平成29)年 8,436 4,364 4,072

2018(平成30)年 9,423 5,116 4,307

2019(令和元)年 7,258 3,119 4,139

2020(令和2)年 8,417 4,235 4,182

出典：令和4年版五島市統計書（令和5年5月）
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（４）製造業 

本市の製造業は、事業所数及び従業者数の減少に伴い、製造品出荷額等も減少していま

す。 

 

表 ２-１３ 本市の製造業の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-１１ 事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移 
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2017(平成29)年 2018(平成30)年 2019(令和元)年 2020(令和2)年 2021(令和3)年

(百万円)(所・人) 製造品出荷額等 事業所数 従業者数

年度 事業所数(所) 従業者数(人) 製造品出荷額等(百万円)

 2017(平成29)年 38 540 6,226

 2018(平成30)年 35 499 5,811

 2019(令和元)年 34 477 5,462

 2020(令和2)年 33 470 5,416

 2021(令和3)年 31 443 4,754

出典：令和4年版五島市統計書（令和5年5月）
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３. 文化・観光施設の利用状況 

2018（平成 30）年 7 月には世界文化遺産として「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺

産」が登録されました。本市の構成資産は「久賀島の集落」と「奈留島の江上集落(江上天主

堂とその周辺)」の二施設です。 

構成資産を巡る着地型旅行商品として、旅行会社への営業や修学旅行の誘致に取組んでいま

したが、2020（令和 2）年以降は新型コロナウィルス感染症拡大の影響により、観光客数が大

幅に減少しています。 

 

表 ２-１４ 観光客の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ２-１５ 修学旅行の受け入れ状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年度 学校数(校) 増減数(校) 学校数前年比(％) 来島数(人) 増減数(人) 来島数前年比(％)

2018
(平成30年)

26 － － 4,129 － －

2019
(令和元年)

35 9 34.6 5,337 1,208 29.3

2020
(令和2年)

8 ▲ 27 ▲ 77.1 530 ▲ 4,807 ▲ 90.1

2021
(令和3年)

7 ▲ 1 ▲ 12.5 407 ▲ 123 ▲ 23.2

2022
(令和4年)

6 ▲ 1 ▲ 14.3 298 ▲ 109 ▲ 26.8

出典：令和4年五島市観光統計

単位：人

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

(平成26年) (平成27年) (平成28年) (平成29年) (平成30年) (令和元年) (令和2年) (令和3年) (令和4年)

1月 10,387 10,028 9,074 10,513 13,072 14,749 12,464 3,698 7,866

2月 11,431 11,143 10,872 10,771 13,561 14,705 13,408 4,739 5,285

3月 16,650 16,952 18,073 16,790 17,479 19,898 11,049 9,357 10,967

4月 13,247 13,946 13,621 14,276 16,824 21,900 3,709 8,640 11,828

5月 18,080 18,932 16,845 20,100 20,463 25,076 2,807 6,484 15,661

6月 13,414 14,032 11,538 12,890 16,713 18,535 6,383 6,718 12,005

7月 24,327 20,785 23,016 23,707 22,055 22,397 9,682 14,313 16,985

8月 36,613 41,268 40,300 40,187 37,727 36,384 10,626 12,456 23,319

9月 14,344 16,032 12,847 13,655 19,923 19,468 10,347 7,387 12,253

10月 15,849 17,774 19,383 17,921 21,137 20,938 13,818 12,859 16,435

11月 16,207 16,106 16,372 17,844 21,288 21,061 17,346 15,615 18,080

12月 13,216 14,318 14,614 14,717 19,889 17,546 12,064 16,175 16,295

計 203,765 211,316 206,555 213,371 240,131 252,657 123,703 118,441 166,979

出典：令和4年五島市観光統計

年月
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第３節 本市の将来構想 

本市では、「第 2期五島市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン総合戦略 2020-2024」を

2019(令和元)年 12月に策定しています。 

 

１. 将来人口 

（１）目指すべき将来の方向 

今後、人口減少克服と地方創生を実現していくためには、出生率の向上や健康寿命を延ばす

ことによる自然動態の改善と、島外転出の抑制や UIターンによる社会動態の改善が必要です。

この視点から取り組むべき人口減少対策の方向性を次のとおり示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）目指すべき人口 

上記の人口対策の効果により、本市の人口を 2040(令和 22)年で 2.6万人、2060(令和 42)年

で約 2万人を確保し、持続可能な社会・経済活動の持続を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 若い世代のための安定した雇用を創出し、高校卒業後の市内就職率の向上と島外

へ転出した若者など、20歳代～30歳代の早い時期での UIターンを促進する。 

○ 若い世代が望む出会い、結婚・妊娠・出産・子育てができる環境を整えるととも

に、就業や住まいなど、UI ターン者の定住に関する環境を整備し、出生数の増

加と若い世代の移住促進につなげる。 

○ 地域包括ケアシステムの構築、地域ミニデイの拡充、見守り体制など地域福祉の

充実などに取り組み、高齢になっても住み続ける地域社会を構築し、健康寿命の

延長を図る。 

2040(令和 22)年  26,251人 

2060(令和 42)年  19,869人 
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２. まち・ひと・しごと創生総合戦略の構成と体系 

（１）総合戦略の構成 

4項目の基本目標を掲げ、総合戦略の構成を以下のように示しています。 
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（２）総合戦略の体系 

第 1 期総合戦略の 4 つの基本目標に対し、戦略となる 14 のプロジェクトを 5 つの視点で必

要性を確認した上で、主な施策を整理した結果、第 2 期総合戦略では 12 のプロジェクトへ再

編しています。 
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第３章 ごみ処理基本計画 

第１節 ごみ処理の動向や現状 

１. ごみ処理の動向 

（１）国の計画 

国では、第四次循環型社会形成推進基本計画（以下、「第四次循環計画」という。）が 2018

（平成 30）年 6月に、廃棄物処理基本方針が 2023（令和 5）年 6月にそれぞれ策定、変更さ

れています。 

 

① 第四次循環計画 

「第四次循環計画」では、循環型社会形成に向けた取組みの中長期的な方向性及び各主体

の役割を示しています。 

中長期的な方向性として、「持続可能な社会づくりとの統合的取組み」、「多種多様な地域循

環共生圏形成による地域活性化」、「ライフサイクル全体での徹底的な資源循環」、「適正処理

の更なる推進と環境再生」、「万全な災害廃棄物処理体制の構築」、「循環分野における基盤整

備」などの方向性が示され、持続可能な社会の実現を見据え、具体的な取組みを進めていく

こととしています。 

また、循環型社会を形成するためには、持続可能な社会の実現を見据え、循環型社会に至

る中長期的な方向性を各主体が共有した上で、相互に連携・協働しながら自らの役割を果た

していくことが必要不可欠としています。 

 

表 ３-１ 第四次循環計画 

中長期的な方向性 将来像 国の取組み 

持続可能な社会づ

くりとの統合的取

組 

 

 

 

 

 

 

○誰もが、持続可能な形で資源を

利用でき、環境への負荷が地球

の環境容量内に抑制され、健康

で安全な生活と豊かな生態系が

確保された世界 

○環境的側面、経済的側面、社会的

側面を統合的に向上 

◯地域循環共生圏の形成に向けた施策の推進 

◯シェアリング等の 2R ビジネスの促進、評価 

◯家庭系食品ロス半減に向けた国民運動  

◯高齢化社会に対応した廃棄物処理体制  

◯未利用間伐材等のエネルギー源としての活用 

◯廃棄物エネルギーの徹底活用 

◯マイクロプラスチックを含む海洋ごみ対策 

◯災害廃棄物処理事業の円滑化・効率化の推進 

○廃棄物・リサイクル分野のインフラの国際展開 

多種多様な地域循

環共生圏形成によ

る地域活性化 

○循環資源、再生可能資源、ストッ

ク資源を活用し、地域の資源生

産性の向上、生物多様性の確保、

低炭素化、地域の活性化等 

○災害に強い地域でコンパクトで

強靭なまちづくり 

◯地域循環共生圏の形成に向けた施策 

◯バイオマスの地域内での利活用 

 

ライフサイクル全

体での徹底的な資

源循環 

○第四次産業革命により、「必要な

モノ・サービスを、必要な人に、

必要な時に、必要なだけ提供す

る」 

◯開発設計段階での省資源化等の普及促進 

◯シェアリング等の 2R ビジネスの促進、評価 

◯素材別の取組 

適正処理の更なる

推進と環境再生 

○廃棄物の適正処理のシステム、

体制、技術が適切に整備された

社会 

○海洋ごみ問題が解決に向かい、

不法投棄等の支障除去が着実に

【適正処理】 

◯安定的・効率的な処理体制の整備 

◯廃棄物処理システムの地球温暖化対策・災害対策の強化 

◯地域での新たな価値創出に資する廃棄物処理施設の整備 

◯高齢化社会に対応した廃棄物処理体制 
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中長期的な方向性 将来像 国の取組み 

進められ、空き家等の適正な解

体・撤去等により地域環境の再

生が図られる社会 

○東日本大震災の被災地の環境を

再生し、未来志向の復興創生 

◯電子マニフェスト義務付け拡大 

◯循環分野における環境産業全体の健全化、振興 

【環境再生】 

◯マイクロプラスチックを含む海洋ごみ対策 

◯空き家対策、空き店舗対策 

【東日本大震災からの環境再生】 

◯放射性物質により汚染された廃棄物の適正処理、除去土壌等

の減容・再生利用などの着実な実施 

◯被災地の未来志向の復興創生 

万全な災害廃棄物

処理体制の構築 

自治体レベル、地域ブロックレベ

ル、全国レベルで重層的に、平時か

ら廃棄物処理システムの強靭化を

図り、災害時に災害廃棄物等を適

正かつ迅速に処理できる社会 

【自治体レベル】 

◯災害廃棄物処理計画の策定 

◯国民に対して自治体等が協力を得られるよう情報発信、コミ

ュニケーションの場の設置を支援 

【地域レベル】 

◯地域ブロック協議会の運営、行動計画の見直し 

◯共同訓練、人材交流の場、セミナーの開催等 

【全国レベル】 

◯災害廃棄物処理実績を蓄積、情報プラットフォームを整備・

運営 

◯災害廃棄物処理の円滑化・高効率化•IT、人工衛星等の最新技

術の活用 

◯D.Waste-Net の体制強化、平時の取組の充実 

◯災害時に拠点となる廃棄物処理施設の整備 

循環分野における

基盤整備 

適正な国際資源循環体制の構築、

我が国の循環産業の国際展開によ

り、資源効率性が高く、健康で安全

な生活と豊かな生態系が確保され

た世界 

【国際資源循環体制の構築】 

◯2016(平成 28)年「富山物質循環フレームワーク」等に基づき、

資源効率性の向上や 3R の推進 

◯「アフリカのきれいな街プラットフォーム」の活動に協力、

知見の共有 

◯国内外で発生した二次資源について日本の環境先進技術を

活かしつつリサイクルを適正に推進（バーゼル法の改正等） 

【循環産業の海外展開】 

◯「もったいない精神」を海外に紹介、モノを大切にする意識

の向上 

◯我が国の質の高い環境インフラについて、制度・システム・

技術等をパッケージとして海外展開 

◯日本の災害廃棄物対策ノウハウの提供、JICA等と連携した被

災国支援スキーム 

 

 

表 ３-２ 第四次循環計画における一般廃棄物の減量化目標 

指 標 2025(令和 7)年度目標 

一般廃棄物の減量化 

1人 1 日当たりのごみ排出量 

（計画収集量、直接搬入量、集団回収量を加えた事業系を含

む一般廃棄物の排出量） 

約 850g/人・日 

 

1人 1 日当たりの 

家庭系ごみ排出量 

家庭からの 1人 1 日当たりごみ排出量 

（集団回収量、資源ごみ等を除く） 
約 440g/人・日 

事業系ごみ排出量 事業系ごみの総量 約 1,100万トン 
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② 廃棄物処理基本方針 

「廃棄物処理基本方針」では、廃棄物の減量と適正処理に関する基本的な方向、各主体の

役割及び取組み指標を示しています。 

基本的な方向として、循環型社会に則した考え方が示され、2050（令和 32）年カーボンニュ

ートラルに向けた脱炭素社会やライフサイクル全体での徹底した資源循環の取組み、地域循環

共生圏の構築を進めていくこととしています。 

また、国民、事業者及び地方公共団体などが適切な役割分担の下でそれぞれが積極的な取

組みを図ることが重要としています。 

 

表 ３-３ 廃棄物処理基本方針 

基本的な方向 各主体の役割 

・廃棄物の① 発生抑制、廃棄物

となったものについては不法

投棄・不適正処理の防止、環境

への負荷低減に配慮しつつ② 

再使用、③ 再生利用、④ 熱回

収の順にできる限り循環的な

利用を行う。 

・循環的利用が行われないもの

については、適正な処分を確保

する。 

・災害により生じた廃棄物につ

いても、適正な処理を行い、か

つ可能な限り分別、選別、再生

利用等による減量を図った上

で、円滑かつ迅速な処理を確保

する。 

・2050(令和 32)年までの脱炭素

社会の実現に向けて、エネルギ

ー源としての活用も含めた循

環資源の種類に応じた適正な

規模で循環させることができ

る仕組みづくりを進める。 

【地方公共団体の役割】 

・排出抑制に関する普及啓発、情報提供及び環境教育等の実施 

・2050(令和 32)年までの脱炭素社会の実現に向けて廃棄物処理に伴う温室効果ガスの

排出の量の削減等に向けた取り組みの推進 

・使用済小型家電及び水銀使用製品の回収体制の構築 

・災害時における適正かつ円滑、迅速な処理体制の確保 

【国民の役割】 

・容器包装廃棄物の排出の少ない商品、繰り返し使用できる商品、耐久性に優れた商品、

再生利用が容易な商品及び再生品の選択 

・期限表示に関する正しい理解、適量の購入及び食べきり等による食品ロスの削減 

・商品の長期間使用 

・生ごみの水切り 

・市町村が設定する分別区分に応じた排出 

【事業者の役割】 

・原材料の選択や製造工程、輸送工程の工夫 

・自ら排出する廃棄物の再生利用等による減量 

・2050(令和 32)年までの脱炭素社会の実現に向けて廃棄物処理に伴う温室効果ガスの

排出の量の削減 

・消費実態に合わせた容量の適正化 

・容器包装の減量及び簡素化 

・長期間使用できる商品、再生利用が容易な商品、適正な処理が困難とならない商品の

製造または販売 

・修繕体制の整備 

・自ら製造等を行った製品や容器等の自主回収 

 

表 ３-４ 廃棄物処理基本方針における目標値 

指 標 2025(令和 7)年度目標値 

1人 1 日当たり家庭系ごみ排出量 440g/人･日 

資源化率※ 約 28％に増加 

最終処分量 320万トン 

        ※資源化率のみ 2027(令和 9)年度目標値 
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（２）長崎県の計画 

長崎県では、「第 5次長崎県廃棄物処理計画」が 2021(令和 3)年 3月に策定されています。 

第 5次長崎県廃棄物処理計画では、廃棄物の適正な処理を確保し、循環型社会を形成してい

くため、長崎県の将来像としてゴミのない、資源循環型の長崎県「ゴミゼロながさき」と定め、

脱炭素化社会や自然共生社会に配慮しながら、持続可能な循環型社会の実現を目指していくと

しています。 

 

表 ３-５ 第 5次長崎県廃棄物処理計画の基本目標 

目 標 取組み 

①廃棄物発生量の最小化 
4R を推進することにより、廃棄物の発生を抑制し、リサイクルを促進して廃棄物の

発生量が最小化される長崎県を目指します。 

②環境を考えた処理体系の構築 

最小化した廃棄物について、安全に適切な方法で処理するための施設については整

備されつつありますが、さらに、熱回収の効率化、施設の広域化や分別回収の拡充

などの取組を推進し、環境に配慮した処理ができる長崎県を目指します。 

③県民のゴミゼロ意識の確立 

県民、事業者、NPO、大学、行政などにより形成されているネットワークを活用し、

環境教育や啓発活動を実施することで、ゴミゼロながさきへ向けた取組の必要性を

県民一人ひとりが自覚し、身近にできる活動から実践していく長崎県を目指しま

す。 

 

なお、「第 5次長崎県廃棄物処理計画」は 2025(令和 7)年度における目標値を以下のように

設定しています。 

 

◎排出量 

2025(令和 7)年度の排出量予測値に比べ、1人 1日あたり「61g」削減します。 

◎資源化率 

排出量の「20.0％」に増加させます。 

 

表 ３-６ 第 5次長崎県廃棄物処理計画における目標値 

指 標 2025(令和 7)年度目標値 2025(令和 7)年度予測値 

1人 1 日当たりごみ排出量※ 900g/人･日 961g/人･日 

資源化率 20.0％ 15.0％ 

     ※ごみ排出量：計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量 
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２. 本市のごみ処理の現状 

（１）分別区分 

１）家庭系ごみ 

家庭系ごみの分別区分は表 ３-７のとおりです。 

 

表 ３-７ 家庭系ごみの分別区分（2023(令和 5)年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）事業系ごみ 

事業系ごみの分別区分は表 ３-８のとおりです。 

 

表 ３-８ 事業系ごみの分別区分（2023(令和 5)年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区　分 主な品目

燃やすごみ
生ごみ、リサイクルできない紙類(産廃を除く)、木くず(産廃を除く)、皮革類、
プラスチック類・ビニール類、ゴム製品

燃やせないごみ 従業員の私物の燃やせないごみ

資源ごみ1 缶、びん(飲料・調味料)、ペットボトル(飲料・調味料)

資源ごみ2 発泡スチロール製の容器（魚箱、緩衝材、弁当箱、食品トレー、カップ麺容器等）

資源ごみ3 段ボール、新聞紙、紙パック、本・雑誌、チラシ・雑がみ、古布類

資源ごみ4
ミルク缶・菓子缶、なべ・やかん、傘、穴をあけたスプレー缶、小型金属製品、
小型家電製品

可燃性粗大ごみ 指定袋に入らない大きさのもの

※本市の排出基準に適合しているものについて処理できます。

区　分 主な品目

燃やすごみ
生ごみ、リサイクルできない紙類、木くず、皮革類、プラスチック類・ビニール類、
ゴム製品

燃やせないごみ 化粧びん・ガラスコップ・陶磁器類、ペンキ缶、ホットカーペット、提灯、造花

有害ごみ 乾電池・充電式電池、体温計・温度計、蛍光管、使い捨てライター

資源ごみ1 缶、びん(飲料・調味料)、ペットボトル(飲料・調味料)

資源ごみ2 発泡スチロール製の容器（魚箱、緩衝材、弁当箱、食品トレー、カップ麺容器等）

資源ごみ3 段ボール、新聞紙、紙パック、本・雑誌、チラシ・雑がみ、古布類

資源ごみ4
ミルク缶・菓子缶、なべ・やかん、傘、穴をあけたスプレー缶、小型金属製品、
小型家電製品

粗大ごみ 自転車、こたつ、畳、タンス、ベッド等指定袋に入らない大きさのもの

※本市の排出基準に適合しているものについて処理できます。
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（２）ごみの収集・運搬 

１）家庭系ごみの収集・運搬 

家庭系ごみの収集・運搬体制は表 ３-９のとおりです。市が収集運搬を委託した業者（奈

留地区；直営）が定期収集日に収集を行っています。 

また、「燃やすごみ」及び「燃やせないごみ」は指定袋制を導入しています。 

 

表 ３-９ 家庭系ごみの収集・運搬体制（2023(令和 5)年度） 

区分 収集方法 収集日 排出方法 収集体制 

燃やすごみ ごみボックス・各戸 週 2 回 
指定袋 

（白色） 

委託及び 

一部直営 

燃やせないごみ ごみボックス・各戸 
月 1 回 

（富江地区月 2 回） 

指定袋 

（青色） 

委託及び 

一部直営 

有害ごみ ごみボックス・各戸 
月 2 回 

（奈留地区月 1 回） 

無指定 

透明袋 

委託及び 

一部直営 

資源ごみ 1 ごみボックス・各戸 月 2 回 
無指定 

透明袋 

委託及び 

一部直営 

資源ごみ 2 ごみボックス・各戸 
月 1 回 

（奈留地区月 2 回） 

無指定 

透明袋 

委託及び 

一部直営 

資源ごみ 3 ごみボックス・各戸 月 2 回 
紙類：結束 

布類：透明袋 

委託及び 

一部直営 

資源ごみ 4 ごみボックス・各戸 
月 2 回 

(奈留地区月 1 回) 

無指定 

透明袋 

委託及び 

一部直営 

粗大ごみ 予約収集 週 1 回 指定シール 
委託及び 

一部直営 

※一部地域では収集頻度が異なります。 

 

２）事業系ごみの収集・運搬 

事業活動に伴って生じた事業系一般廃棄物は、排出事業者が自らの責任において適正に

処理するものとしています。収集運搬を委託する場合は、市の許可を受けた一般廃棄物収

集運搬業許可業者とし、収集方法と回数は許可業者と排出事業者との個別の契約によりま

す。 

 

３）一時多量排出家庭系ごみ 

引っ越しや片づけ、大掃除等により一時的に多量に排出されたごみで、定期収集によら

ないごみの処理は、市の許可を受けた一般廃棄物収集運搬業許可業者(ごみ)に委託をする

ことができます。 

 

 

 

 

 

 

 



第３章｜ごみ処理基本計画 

28 

４）収集ごみの手数料 

収集ごみの手数料は表 ３-１０のとおりです。 

 

表 ３-１０ 収集ごみの手数料 

区分 指定容器等 手数料等 

燃やすごみ 市の指定袋（白色） 
市の指定袋の値段 

○大袋（10 枚入 400 円） 

○中袋（10 枚入 200 円） 

○小袋（10 枚入 100 円） 
燃やせないごみ 市の指定袋（青色） 

有害ごみ 無指定の透明袋 無料 

資源ごみ 1 無指定の透明袋 無料 

資源ごみ 2 無指定の透明袋 無料 

資源ごみ 3 紙類：結束、布類：透明袋 無料 

資源ごみ 4 無指定の透明袋 無料 

粗大ごみ 市が指定するシール 1 人で持てる物：300 円、1 人で持てない物：600 円 

 

（３）直接搬入 

１）直接搬入の方法 

直接搬入の方法、中継施設及び処理施設は表 ３-１１～表 ３-１４のとおりです。 

 

表 ３-１１ 家庭系ごみの直接搬入の方法 

区分 搬入形態 手数料等 

燃やすごみ 

指定袋入り 計量のみ料金の徴収なし 

指定袋なし 計量を行い料金徴収。10kg ごとに 40 円 

燃やせないごみ 

指定袋入り 計量のみ料金の徴収なし 

指定袋なし 計量を行い料金徴収。10kg ごとに 40 円 

有害ごみ 指定なし 計量のみ料金の徴収なし 

資源ごみ 指定なし 計量のみ料金の徴収なし 

粗大ごみ 

シールあり 計量のみ料金の徴収なし 

シールなし 
計量を行い料金徴収。 

1 人で持てる物：300 円、1 人で持てない物：600 円 
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表 ３-１２ 事業系ごみの直接搬入の方法 

区分 搬入形態 手数料等 

燃やすごみ 

指定袋入り 計量のみ料金の徴収なし 

指定袋なし 計量を行い料金徴収。10kg ごとに 40 円 

燃やせないごみ 

（従業員の私物のみ） 

指定袋入り 計量のみ料金の徴収なし 

指定袋なし 計量を行い料金徴収。10kg ごとに 40 円 

資源ごみ 指定なし 計量のみ料金の徴収なし 

可燃性粗大ごみ 

シールあり 計量のみ料金の徴収なし 

シールなし 
計量を行い料金徴収。 

1 人で持てる物：300 円、1 人で持てない物：600 円  

 

 

表 ３-１３ 中継施設 

名称 受け入れるごみの種類 

三井楽清掃センター 燃やすごみ、燃やせないごみ、資源ごみ、粗大ごみ、有害ごみ 

奈留清掃センター 燃やすごみ、燃やせないごみ、資源ごみ、粗大ごみ、有害ごみ 

 

表 ３-１４ 処理施設 

名称 受け入れるごみの種類 

五島市クリーンセンター 燃やすごみ、可燃性粗大ごみ 

福江リサイクルセンター 燃やせないごみ（受入後埋立処理）、資源ごみ、不燃性粗大ごみ、有害ごみ 

富江クリーンセンター 資源ごみ（中継のみ）、有害ごみ（中継のみ）、剪定枝 
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（４）処理しないごみ 

本市において処理しないごみは表 ３-１５のとおりです。 

 

表 ３-１５ 処理しないごみ 

名称 品目 備考 

有害性のあるもの 毒物、劇物、農薬等 排出者が販売店へ依頼 

危険性のあるもの 医療系廃棄物、プロパンガスボンベ等 排出者が販売店または専門の

処理業者へ依頼 

引火性のあるもの ガソリン、灯油、シンナー、塗料等 排出者が販売店へ依頼 

法令の規定にあるもの テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、エアコン・衣類乾燥機、

パソコン本体（周辺機器を除く）等 

排出者が販売店または専門の

処理業者へ依頼 

その他 自動車、バイク等 

 

（５）その他 

家庭から排出されるフロン類が使用されている製品（業務用エアコン、冷蔵庫・冷蔵庫等）

は、「フロン類の使用の合理化及び管理の適正に関する法律」の第一種特定製品に規定されて

おり、廃棄する際はフロン類の回収が必要です。 

本市では、長崎県に登録された第一種フロン類充填回収業者によるフロン類の回収が完了し

たことを証明する引取証明書の写しの添付があるときでなければ収集できないため、排出者が

販売店、製造メーカー又は充填回収業登録を受けた専門の処理業者へ処理を依頼することを原

則として、引取証明書の写しの添付があるものに限り、粗大ごみとして収集・処理を行います。 
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（６）ごみの減量化・資源化 

現在、本市で行っている減量化・資源化の施策等は以下のとおりです。 

 

① 施設見学 

ごみ問題の啓発と情報提供のため、民間団体等の施設見学や、毎年、市内小学校の授

業の一環として、五島市クリーンセンターや福江リサイクルセンターの社会見学を受け

入れています。 

 

② 紙ごみの資源化推進 

2016（平成 28）年度より「資源ごみ 3」に、リサイクル可能な紙を「雑がみ」として

新たに加えています。市民への周知については、広報紙やごとうチャンネル等の媒体を

活用しながら、必要に応じて分別説明会等も開催します。 

なお、事業所から排出される雑がみについては、機密文書が含まれることから、処理

方法の紹介等も併せて行い、リサイクルを推進していきます。 

 

③ 事業所ごみの減量等 

大規模事業所等については、減量化・資源化意識の高揚と自己処理責任の明確化を図

るために、指導を実施しています。 

 

④ 容器包装廃棄物の排出抑制 

マイバッグ運動やレジ袋として使える指定ごみ袋の活用などにより、レジ袋の削減に

取り組んでいます。 

 

⑥ 生ごみ減量化等処理機器購入費補助金交付事業 

ごみ減量を図るため、生ごみ処理機又は堆肥化容器の購入に対し助成しています。 

○ 補助額 ； 購入額の 1/2（上限 50,000円）  

 

表 ３-１６ 年度別生ごみ減量化等処理機器の新規設置基数 

単位：基 

項目＼年度 
2018 

（平成30年） 

2019 

（令和元年） 

2020 

（令和 2 年） 

2021 

（令和 3 年） 

2022 

（令和 4 年） 

基数 13 6 13 18 17 

 出典：五島市資料 
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⑦ リユースフェア 

毎年 10月と 3月に市民を対象にリユースフェアを開催し、古着等を無償提供してい

ます。 

 

  

リユースフェア 

 

（７）ごみの適正排出・適正処理 

１）ごみ処理施設への搬入物検査 

リサイクルを促進するため、ごみ処理施設に搬入されるごみの分別を施設職員により直

接指導しています。 

主な品目としては、段ボール、本・雑誌等の紙類及び発泡スチロール製品です。 

 

２）ごみの適正処理 

本市全域において、不法投棄パトロールや不法投棄看板の設置、不法投棄の実態調査を

行うとともに、不法投棄のごみの撤去や広報紙等による市民への啓発を実施しています。 

 

  

不法投棄の状況 
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（８）処理フロー 

本市の中間処理施設に搬入されるごみは、ごみの分別区分に応じて適正に処理されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-１ 処理フロー（中間処理） 

 

（９）中間処理施設 

１）焼却施設 

本市の焼却施設に搬入された燃やすごみ、可燃性粗大ごみ及び資源化処理施設の選別過

程で発生する可燃性選別残渣は、焼却処理しています。 

また、焼却処理の過程で発生する焼却灰・飛灰は一般廃棄物最終処分場で埋め立て処理

を行っています。 

 

表 ３-１７ 焼却施設概要 

施設名 五島市クリーンセンター 

施設所管 五島市 

所在地 五島市浜町 740 番地 

型式 全連続燃焼式ストーカ炉 

処理能力 41t/日（20.5t/24h×2 炉） 

備考 2019（令和元）年 11 月竣工 

【焼却処理】

【資源化処理】

【埋立処理】

五島市クリーンセンター

剪定枝

福江リサイクルセンター

富江クリーンセンター
（資源ごみ1～4・有害ごみストックヤー

ド、剪定枝木質チップ化）

福江一般廃棄物最終処分場

不燃性粗大ごみ

有害ごみ

燃やせないごみ

燃やすごみ

可燃性粗大ごみ

資源ごみ１

資源ごみ２

資源ごみ３

資源ごみ４

資源ごみ1～4、有害ごみ

（可燃残渣）

（不燃残渣）

（焼却灰・飛灰）

市民に無償配布

（木質チップ）

民間業者委託
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２）資源化施設① 

福江リサイクルセンターに搬入された資源ごみ及び粗大ごみは、破砕・選別・圧縮等を

行い、有価物を回収しています。 

可燃性選別残渣は焼却施設で焼却処理し、不燃性選別残渣は最終処分場で埋立処分を行

っています。 

 

表 ３-１８ 資源化施設概要 

施設名 福江リサイクルセンター 

施設所管 五島市 

所在地 五島市向町 2036 番地 

処理方式 粗大ごみ：分解＋破砕＋機械選別＋圧縮＋貯留 

資源ごみ：手選別＋機械選別・減容＋圧縮・固形化＋貯留 

紙類：選別＋圧縮＋貯留 

処理能力 4t/日（5h） 

備考 2000（平成 12）年 3 月竣工 

 

３）資源化施設② 

五島市クリーンセンターの供用開始に伴い、富江クリーンセンターの焼却設備は休止し

ていますが、本市で収集される資源ごみ、有害ごみの一部ストックヤード及び剪定枝の資

源化（木質チップ）施設として活用しています。 

 

表 ３-１９ 資源化施設概要 

施設名 富江クリーンセンター 

施設所管 五島市 

所在地 五島市富江町狩立 741-1 

 

（１０）最終処分場 

燃やせないごみと、焼却処理の過程で発生する焼却灰・飛灰及び資源化処理の過程で発生す

る不燃残渣の埋立処分を行っています。 

 

表 ３-２０ 最終処分場施設概要 

施設名 福江一般廃棄物最終処分場 

施設所管 五島市 

所在地 五島市向町 2059 番地 

型式 管理型（サンドイッチ方式）  

埋立地容量 53,000m3 

備考 2000（平成 12）年 3 月竣工 
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図 ３-２ 本市のごみ処理施設の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

福江リサイクルセンター 

福江一般廃棄物最終処分場 

五島市クリーンセンター 

富江クリーンセンター 

（一部中継施設） 

奈留清掃センター 

（中継施設） 

三井楽清掃センター 

（中継施設） 
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第２節 ごみ処理の実績 

１. ごみ処理実績 

（１）ごみ排出量 

１）年間ごみ排出量 

本市では、ごみ排出量の把握は、「収集ごみ」・「直接搬入ごみ」で行っています。よって、

「収集ごみ」を「家庭系ごみ」、「直接搬入ごみ」を「事業系ごみ」として整理を行います。 

また、「古紙類拠点回収量」、「剪定枝搬入量」も含めた全てのごみ量を「ごみ総排出量」

とします。 

過去 5年間における、ごみ排出量の実績は表 ３-２１のとおりです。 

家庭系ごみ、事業系ごみ共に減少傾向で推移しています。 

 

表 ３-２１ ごみ排出量の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：t/年

2018
(平成30年)

2019
(令和元年)

2020
(令和2年)

2021
(令和3年)

2022
(令和4年)

37,207 36,733 36,335 35,093 35,173

37,207 36,733 36,335 35,093 35,173

0 0 0 0 0

9,478 9,376 9,213 9,036 8,956

137 135 176 152 140

資源ごみ1 592 572 564 552 556

資源ごみ2 19 21 20 20 18

資源ごみ3 688 691 741 727 757

資源ごみ4 244 248 292 244 245

粗大ごみ 81 74 96 77 82

22 19 24 21 18

11,261 11,136 11,126 10,829 10,772

2,234 2,124 1,795 1,577 1,615

58 51 60 39 35

資源ごみ1 36 46 34 29 28

資源ごみ2 18 20 18 17 15

資源ごみ3 269 278 304 290 276

資源ごみ4 78 62 73 52 44

粗大ごみ 207 242 336 301 244

1 1 1 0 1

2,901 2,824 2,621 2,305 2,258

14,162 13,960 13,747 13,134 13,030

22 30 34 37 30

0 22 140 164 136

14,184 14,012 13,921 13,335 13,196

出典：一般廃棄物処理実態調査及び五島市資料（以降の実績に関する図表も同じ）

燃やすごみ

燃やせないごみ

資
源
ご
み

項目　＼　年度

総人口
（人）

計画収集人口

自家処理人口

ご
み
排
出
量

家
庭
系
ご
み

事
業
系
ご
み

燃やすごみ

燃やせないごみ

資
源
ご
み

有害ごみ

家庭系ごみ計

ごみ総排出量

事業系ごみ計

古紙類拠点回収量

ごみ排出量

有害ごみ

剪定枝搬入量
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２）1人 1日当たりのごみ排出量 

ごみ排出量を各年度の人口及び年間日数で除して算出した、1 人 1 日当たりのごみ排出

量は表 ３-２２のとおりです。 

事業系ごみは 1 人 1 日当たりのごみ排出量は、緩やかな減少傾向となっています。一方

で家庭系ごみは 2021（令和 3）年度までは増加傾向にありましたが、2022（令和 4）年度は

減少に転じています。 

 

表 ３-２２ 1人 1日当たりのごみ排出量の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：g/人・日

2018
(平成30年)

2019
(令和元年)

2020
(令和2年)

2021
(令和3年)

2022
(令和4年)

37,207 36,733 36,335 35,093 35,173

697.9 697.4 694.7 705.4 697.6

10.1 10.0 13.3 11.9 10.9

資源ごみ1 43.6 42.5 42.5 43.1 43.3

資源ごみ2 1.4 1.6 1.5 1.6 1.4

資源ごみ3 50.7 51.4 55.9 56.8 59.0

資源ごみ4 18.0 18.4 22.0 19.0 19.1

粗大ごみ 6.0 5.5 7.2 6.0 6.4

1.6 1.4 1.8 1.6 1.4

829.3 828.2 838.9 845.4 839.1

164.5 158.0 135.3 123.1 126.0

4.3 3.8 4.5 3.0 2.7

資源ごみ1 2.7 3.4 2.6 2.3 2.2

資源ごみ2 1.3 1.5 1.4 1.3 1.2

資源ごみ3 19.8 20.7 22.9 22.6 21.5

資源ごみ4 5.7 4.6 5.5 4.1 3.4

粗大ごみ 15.2 18.0 25.3 23.5 19.0

0.1 0.1 0.1 0.0 0.1

213.6 210.1 197.6 179.9 176.1

1,042.9 1,038.3 1,036.5 1,025.3 1,015.2

1.6 2.2 2.6 2.9 2.3

0.0 1.6 10.6 12.8 10.6

1,044.5 1,042.1 1,049.7 1,041.0 1,028.1

古紙類拠点回収量

ごみ総排出量

家庭系ごみ計

資
源
ご
み

有害ごみ

事業系ごみ計

燃やすごみ

燃やせないごみ

剪定枝搬入量

ごみ排出量

事
業
系
ご
み

有害ごみ

燃やすごみ

家
庭
系
ご
み

項目　＼　年度

　人口（人）

燃やせないごみ

資
源
ご
み

ご
み
排
出
量
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図 ３-３ 1人 1日当たりのごみ排出量の実績 

 

（２）ごみ処理量 

１）ごみ処理量 

本市の過去 5年間における、ごみ処理量実績は表 ３-２３及び図 ３-４のとおりです。 

焼却処理量は、燃やすごみの排出量が減少したことにより、減少傾向となっています。 

資源化率は、ごみ総排出量における資源化したごみ量が占める割合を表したもので、概

ね横ばいとなっています。 

最終処分量は、2019（令和元）年度の五島市クリーンセンターの供用開始に伴い、焼却

残渣量が増加したことにより、最終処分量が増加しています。 

 

表 ３-２３ ごみ処理量の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：t/年

2018
(平成30年)

2019
(令和元年)

2020
(令和2年)

2021
(令和3年)

2022
(令和4年)

14,162 13,960 13,747 13,134 13,030

14,184 14,012 13,921 13,335 13,196

12,854 12,592 11,750 11,383 11,195

2,285 2,120 2,021 2,044 2,086

16.1 15.1 14.5 15.3 15.8

1,025 1,318 1,728 1,612 1,522

7.2 9.4 12.4 12.1 11.5

最終処分量

項目　＼　年度

ごみ総排出量

焼却処理量

資源化量

資源化率（％）

最終処分率（％）

ごみ排出量

11,261 11,136 11,126 10,829 10,772

2,901 2,824 2,621
2,305 2,258

1,044.5 1,042.1 1,049.7 1,041.0 1,028.1
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図 ３-４ ごみ処理量の実績 
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２）焼却処理量 

焼却処理を行っているごみは、燃やすごみ、可燃性粗大ごみ、リサイクルセンターの粗

大ごみ処理によって発生する残渣及びし尿処理施設から発生する残渣です。 

 

表 ３-２４ 焼却処理量 

 

 

 

 

 

 

 

３）ごみの減量化・再生利用の量 

本市における資源化量の実績は以下のとおりです。 

2019（令和元）年度末より富江クリーンセンターで剪定枝の木質チップ化が行われてい

ます。また、2020（令和 2）年度以降は新型コロナウィルス感染拡大の影響により、リユ

ースフェアが開催されていないため、布類の資源化量が大幅に減少しています。 

 

表 ３-２５ 資源化量の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：t/年

2018
(平成30年)

2019
(令和元年)

2020
(令和2年)

2021
(令和3年)

2022
(令和4年)

ごみ総排出量 14,184 14,012 13,921 13,335 13,196

紙類 884 898 961 967 998

紙パック 5 5 4 4 4

金属類 433 438 447 415 401

ガラス類 280 264 275 266 283

ペットボトル 132 132 142 135 147

白色トレイ 29 29 30 35 21

布類 44 48 15 0 0

溶融スラグ 381 203 0 0 0

その他 75 61 22 20 18

小計 2,263 2,078 1,896 1,842 1,872

古紙類拠点回収量 22 30 34 37 30

剪定枝量 0 12 91 165 184

2,285 2,120 2,021 2,044 2,086

16.1 15.1 14.5 15.3 15.8

項目　＼　年度

資源化量計

資
源
化
物

資
源
化
量

資源化率（％）

単位：t/年

2018
(平成30年)

2019
(令和元年)

2020
(令和2年)

2021
(令和3年)

2022
(令和4年)

12,230 11,987 11,348 10,923 10,832

141 122 149 157 130

483 483 253 303 233

12,854 12,592 11,750 11,383 11,195

リサイクルセンター残渣(粗大ごみ)

し尿処理施設残渣

合計

項目　＼　年度

直接焼却量
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４）最終処分量 

本市における最終処分を行っているごみは、燃やせないごみ、焼却残渣及び不燃性残渣

です。 

 

表 ３-２６ 最終処分量の実績 

 

 

 

 

 

 

 

２. ごみの処理及び維持管理費 

2022（令和 4）年度の本市におけるごみの処理及び維持管理費は約 6.6 億円で、市民 1 人当

たり約 18,700円となっています。 

 

表 ３-２７ ごみの処理及び維持管理費の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：千円

項目　＼　年度
2018

(平成30年)
2019

(令和元年)
2020

(令和2年)
2021

(令和3年)
2022

(令和4年)

人件費 78,379 70,322 113,672 102,953 87,048

処理費 501,502 298,618 36,005 77,491 74,680

車両購入費 2,362 13,408 2,783 0 0

委託費 412,407 452,293 447,492 466,355 496,638

合計 994,650 834,641 599,952 646,799 658,366

単位：t/年

2018
(平成30年)

2019
(令和元年)

2020
(令和2年)

2021
(令和3年)

2022
(令和4年)

195 186 236 191 175

806 1,114 1,469 1,404 1,330

24 18 23 17 17

1,025 1,318 1,728 1,612 1,522

項目　＼　年度

直接埋立(燃やせないごみ)

焼却残渣

合計

不燃性残渣
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３. 現行計画の評価 

（１）施策の実施状況 

現行計画では、「市民・事業者・行政の連携による 4R（「発生回避（Refuse:リフューズ）」、

（「発生抑制（Reduce:リデュース）」、「再使用（Reuse：リユース）」、「再生利用（Recycle：リ

サイクル）」）活動の推進による循環型社会及び生活環境の充実の構築を目指す」を基本方針に

掲げ、これらに関する施策を展開してきました。 

 

１）市民・事業者・行政の連携による 4R活動の推進 

市民・事業者・行政の役割として以下の施策を掲げ、4R活動を推進してきました。 

「市民の役割」 

①生ごみ減量の促進 

②容器包装廃棄物の排出抑制 

③再生品の使用促進 

「事業者の役割」 

①発生源における排出抑制 

②マイバック運動・レジ袋対策 

③再生品等の使用促進 

④分別徹底によるリサイクルの推進 

「行政の役割」 

①市民への支援 

②環境教育・普及啓発の実施 

③多量の一般廃棄物排出事業者に対する減量化指導の徹底 

④容器包装廃棄物の排出抑制 

⑤ごみ処理手数料の見直し 

⑥リユースフェアの実施 

⑦紙類のリサイクルの推進 

毎年 10月、3月に実施しているリユースフェアでは、衣類の無償提供やエコバック・水

切りネットを配布し、再使用と発生抑制を推進しています。紙類のリサイクルの推進は、

2017（平成 29）年度から古紙類の拠点回収を開始し、2022（令和 4）年度末現在 5 団体が

登録し活動を行っています。 

 

２）市民・事業者・行政の連携によるごみ分別活動の推進 

ごみ分別活動推進に関する基本方針として以下の施策を掲げ、リサイクル率の向上を図

り循環型社会の実現に努めてきました。 

「分別品目に関する施策」 

     「ごみの出し方に関する施策」 

     「搬入ごみの分別適正化に関する施策」 

分別品目に関する施策では、2016（平成 28）年度から資源ごみ 3にリサイクル可能な紙

を「雑がみ」として新たに加え資源化を推進しています。 



第３章｜ごみ処理基本計画 

43 

（２）現行計画の達成状況（見込み） 

現行計画では、中間目標（2023（令和 5）年度に家庭系ごみ、事業系ごみ、ごみ排出量の目

標を設定しています。 

前述のように、現行計画においてもごみの減量に向け、基本方針に基づく各種施策を展開し

てきましたが、将来のごみの排出量や処理量の予測値と比較すると、事業系ごみを除き中間目

標には及ばない見込みです。 

 

表 ３-２８ 現行計画に対する達成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）家庭系ごみ 

現行計画では、家庭系ごみの排出量を 9,700ｔ/年以下として中間目標に設定しています。

しかし、2023（令和 5）年度の見込みは、中間目標に対し排出量は 893ｔ増加すると想定さ

れます。 

これは、資源ごみ 3 が増加傾向、その他のごみが横ばい傾向を示していることによるも

のです。 

 

２）事業系ごみ 

現行計画では、事業系ごみの排出量を 2,450ｔ/年以下として中間目標に設定しています。 

2022（令和 4）年度時点で既に目標を達成しており、今回の見込みにおいても目標を達成

できると想定されます。 

 

３）ごみ排出量 

現行計画では、中間目標を 12,150ｔ/年以下（1人 1日当たり 970g/人・日以下）に設

定していましたが、今回の予測では 12,811ｔ/年（1人 1日当たり 1,017.2g/人・日）と

なり目標には達しないと想定されます。 

 

  

単位
2022(令和4)年度

実績値
2023(令和5)年度
現行計画目標値

2023(令和5)年度
予測値

家庭系ごみ排出量 （t/年） 10,772 9,700以下 10,593

1人1日当たり排出量 （g/人･日） 839.1 － 841.1

事業系ごみ排出量 （t/年） 2,258 2,450以下 2,218

1人1日当たり排出量 （g/人･日） 176.1 － 176.1

ごみ排出量 （t/年） 13,030 12,150以下 12,811

1人1日当たり排出量 （g/人･日） 1,015.2 970以下 1,017.2

資源化率 （％） 15.8 － 15.5

最終処分率 （％） 11.5 － 11.3

項目
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４. 全国及び長崎県との比較 

1人 1日当たりのごみ排出量について、全国、長崎県及び本市を比較した結果は表 ３-２９及

び図 ３-５のとおりです。本市では、家庭系と事業系としてごみを集計していないので、収集ご

みを家庭系、直接搬入ごみを事業系として比較します。 

なお、資源化率は、ごみ総排出量のうち、資源化された量の割合を示します。 

本市の 1 人 1 日当たりのごみ排出量は、全国及び長崎県と比べて多く、ごみの減量化が進ん

でいないと言えます。 

資源化率は、長崎県と同等ですが全国と比べ低くなっています。 

 

表 ３-２９ 全国及び長崎県との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-５ 1 人 1日当たりのごみ排出量の比較（2022（令和 4）年度） 

  

単位：g/人・日

2018
(平成30年)

2019
(令和元年)

2020
(令和2年)

2021
(令和3年)

2022
(令和4年)

ごみ総排出量 918.0 919.0 901.0 890.0 －

家庭系 638.0 639.0 649.0 636.0 －

事業系 280.0 280.0 252.0 254.0 －

資源化率 19.9 19.6 20.0 19.9 －

ごみ総排出量 958.0 969.0 973.0 958.0 －

家庭系 640.0 650.0 664.0 654.0 －

事業系 318.0 319.0 309.0 304.0 －

資源化率 14.9 15.8 15.9 16.3 －

ごみ総排出量 1042.9 1038.3 1036.5 1025.3 1015.2

家庭系 829.3 828.2 838.9 845.4 839.1

事業系 213.6 210.1 197.6 179.9 176.1

資源化率 16.1 15.1 14.5 15.3 15.8

項目　＼　年度
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５. 類似市町村との比較（市町村一般廃棄物処理システム比較分析） 

（１）市町村一般廃棄物処理システム比較分析表について 

自治体の廃棄物処理システムを客観的に評価するための手法として、環境省が公表している

「市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針＊」において、下

表のような標準的な評価項目が示されています。 

（＊環境省ホームページ http://www.env.go.jp/recycle/waste/tool_gwd3r/gl-mcs/index.html） 

これらの評価項目について、人口規模や産業構造が類似した市町村間で比較を行うことで、

本市の廃棄物処理システムの評価を行いました。なお、類似市町村の抽出は、都市形態、人口

規模、産業構造が類似している市町村で区別されるもので、総務省が提示している「類似団体

別市町村財政指数表」に示される類型によります。 

 

類似市町村の抽出方法 

 ステップ１ 都市形態 ①政令指定都市（人口、産業構造による分類無し） 

            ②特別区   （人口、産業構造による分類無し） 

            ③中核市   （人口、産業構造による分類無し） 

            ④特例市   （人口、産業構造による分類無し） 

            ⑤都市、⑥町村 

 

 ステップ２ 人口規模 ⑤都市（50,000未満、50,000～100,000、100,000～150,000、150,000以上） 

            ⑥町村（5,000未満、5,000～10,000、10,000～15,000、15,000～20,000、 

20,000 以上） 

 

 ステップ３ 産業構造 ⑤都市（第 2 次産業人口、第 3 次産業人口の比率で分類） 

            ⑥町村（第 2 次産業人口、第 3 次産業人口の比率で分類） 

          

 類似市町村の抽出 

※総務省が提示している「類似団体別市町村財政指数表」の類型を用いて類型 

 

また、環境省では、市町村が比較分析表を作成することを支援するため、「市町村一般廃棄

物処理システム評価支援ツール」を作成し、環境省ホームページ上で公開しています。そのた

め、本項においても、「市町村一般廃棄物処理システム評価支援ツール」を活用し、比較分析

表を作成しました。 

 

表 ３-３０ 標準的な評価項目の算出方法 

標準的な指標 算出式 

廃棄物の発生 人口一人一日当たりごみ総排出量 ＝ ごみ総排出量÷365(or 366)÷計画収集人口×103 

廃棄物の再生利用 
廃棄物からの資源回収率 

(RDF・セメント原料化等除く) 
＝ 資源化量÷ごみ総排出量 

最終処分 廃棄物のうち最終処分される割合 ＝ 最終処分量÷ごみ総排出量 

費用対効果 

人口一人当たり年間処理経費 ＝ 処理及び維持管理費÷計画収集人口 

最終処分減量に要する費用 ＝ 
（処理及び維持管理費－最終処分費－調査研究

費）÷（ごみ総排出量－最終処分量） 

出典：市町村一般廃棄物処理システム評価支援ツール（令和 3 年度実績版） 
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（２）市町村一般廃棄物処理システム比較分析結果 

本市における一般廃棄物処理システムについて、全国の類似市町村と比較した結果を次項に

示します。レーダーチャートの数値は、類似市町村と比較した本市の取組について各評価項目

を偏差値で示したもので、いずれも数値が高いほど、類似市町村に対し評価が良好であると言

えます。偏差値の評価としては、偏差値 65以上で「平均より高い」、55以上 65未満で「平均

よりやや高い」、45以上 55未満で「ほぼ平均」、35以上 45未満で「平均よりやや低い」、35未

満で「平均より低い」としました。 

なお、本評価を行うに当たってのデータは、環境省が公表している「一般廃棄物処理実態調

査」の結果に基づくものであり、最新版である 2021（令和 3）年度実績により評価を行ってい

ます。  
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市町村名 長崎県五島市 
人口 35,093 人 

産業 Ⅱ次・Ⅲ次人口比率 84.4% Ⅲ次人口比率 71.2% 

 

類型都市の概要 

都市形態 都市 

人口区分 Ⅰ 50,000 人未満 

産業構造 3 Ⅱ次･Ⅲ次人口比 95％未満、Ⅲ次人口比 55％以上 

 

標準的な指標 

人口一人一日当た

りごみ総排出量 

廃棄物からの資源回

収率(RDF・セメント

原料化等除く) 

廃棄物のうち最

終処分される割

合 

人口一人当たり

年間処理経費 

最終処分減量

に要する費用 

(kg/人･日) (t/t) (t/t) (円/人･年) (円/t) 

平均 0.944 0.171 0.107 16,018 52,015 

最大 1.598 0.743 0.935 48,500 445,050 

最小 0.415 0.046 0 4,512 13,421 

標準偏差 0.156 0.083 0.123 5,325 34,386 

当該市町村実績 1.028 0.153 0.122 18,431 53,083 

偏差値 44.6 47.8 48.8 45.5 49.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【分析欄】 

１．人口一人一日当たり排出量：平均よりやや低い 

２．廃棄物からの資源回収率：ほぼ平均 

３．廃棄物のうち最終処分される割合：ほぼ平均 

４．人口一人当たり年間処理経費：ほぼ平均 

５．最終処分減量に要する費用：ほぼ平均 

【評価】 

人口一人一日当たり排出量の偏差値は平均よりやや低く、その他の項目の偏差値はほぼ平均である。 
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６. ごみ処理に係わる課題 

（１）減量化の課題 

本市の 1人 1日当たりのごみ排出量をみると、事業系ごみは緩やかな減少傾向、家庭系ごみ

は 2021（令和 3）年度まで増加し、その後減少に転じていますが、2021（令和 3）年度全国平

均及び長崎県平均より多く排出しております。また、類似市町村の比較評価においても「平均

よりやや低い（排出量が多い）」結果となっており、引き続き排出抑制を図っていく必要があ

ります。 

 

（２）資源化の課題 

2022（令和 4 年）度の本市における資源化率は 15.8%であり、2021（令和 3）年度長崎県平

均：16.3%、全国平均：19.9%を下回っています。 

資源可能な品目について、さらに回収率を高めていく対策（分別の徹底）の拡充を図る必要

があります。 

また、「プラスチック資源循環法」が 2022（令和 4）年に施行されました。これに伴い製品

プラスチックの資源化について検討する必要があります。 

 

（３）最終処分の課題 

2019（令和元）年 12 月に五島市クリーンセンターの供用開始に伴い、既存の焼却施設との

処理方法の違いにより、埋立処分を行っている焼却残渣の量が増加し、埋立地容量がひっ迫し

ており、新施設整備の方針について検討する必要があります。 
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７. 人口及びごみ排出量の将来予測 

（１） 人口の将来予測 

本市における人口の将来予測結果は、図 ３-６及び表 ３-３１に示すとおりです。 

将来にわたり人口は減少傾向で推移すると予測されます。 

 

表 ３-３１ 人口の将来予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-６ 人口の将来予測 

 

 

 

 

  

単位：人

人口 37,207 36,733 36,335 35,093 35,173

人口 34,408 33,643 32,878 32,113 31,348

人口 30,583 29,818 29,053 28,288 27,522 26,757

出典：予測値は第2期五島市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略令和2年度～令和6年度より

　　　p14 「グラフ②2024年までに合計特殊出生率(1.97)達成」を基に補間したもの
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（２）ごみ排出量予測 

過去５年間の実績をもとに行ったごみ排出量の予測結果は図 ３-７及び表 ３-３２に示すと

おりです。 

家庭系ごみ、事業系ごみ共に人口の減少に伴い、今後も緩やかに減少すると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-７ ごみ排出量予測結果 

 

表 ３-３２ ごみ排出量予測結果 
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人 35,173 30,583 26,757

t/年 10,772 9,485 8,370

t/年 2,258 1,966 1,720
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（３）ごみ処理量予測 

過去 5年間の実績をもとに行ったごみ処理量予測結果は図 ３-８及び表 ３-３３に示すとお

りです。 

焼却処理量は、ごみ総排出量が減少傾向になると考えられるため、それに伴い緩やかに減少

すると予測されます。 

2019（令和元）年度に五島市クリーンセンターの供用開始及び福江清掃センターの休止に伴

い、溶融スラグが排出されなくなったため、一時的に資源化量が減り、資源化率も下がってい

ます。その後、人口の減少により、資源化量は更に緩やかに減少しますが、ごみ総排出量も減

少するために、資源化率は緩やかに増加します。 

また、最終処分量においても 2020（令和 2）年度に一時的に増加しますが、その後、人口及

びごみ総排出量の減少により緩やかに減少します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-８ ごみ処理量予測結果 

 

表 ３-３３ ごみ処理量予測結果 
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ごみ排出量 13,030 11,451 10,090

ごみ総排出量 13,196 11,595 10,216

焼却処理量 11,195 9,517 8,333
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第３節 循環型社会形成の実現に向けた基本フレーム（削減目標） 

１. 排出量削減目標 

（１）排出量削減目標の設定の考え方 

本計画の排出量削減目標は家庭系ごみ、事業系ごみそれぞれに対して、発生抑制による削減

を設定しました。 

１）家庭系ごみ 

家庭系ごみの年間排出量は将来にわたり、減少傾向を示すと見込まれます。しかし、1人

1日当たりのごみ排出量は横ばい傾向を示しています。 

このため、本計画における排出量の削減目標は、現行計画で設定した目標値を考慮し、

中間年度である計画目標年度（2028（令和 10）年度）では 816.7g/人・日、最終目標年度

（2033（令和 15）年度）において、1 人 1 日当たりのごみ排出量を 796.4g/人・日としま

す。 

また、削減対象は廃棄物処理基本方針に倣い、「燃やすごみ」、「燃やせないごみ」、「粗大

ごみ」とします。 

 

２）事業系ごみ 

事業系ごみの年間排出量は、2022（令和 4）年度時点で既に現行計画の目標を達成してお

り、今回の見込みにおいても目標を達成できると想定されます。このため、新たな目標を

設定します。 

本計画における排出量の削減目標は、中間年度である計画目標年度（2028（令和 10）年

度）では 169.3g/人・日、最終目標年度（2033（令和 15）年度）において、1人 1日当たり

のごみ排出量を 163.6g/人・日とします。 

また、削減対象は家庭系ごみ同様、「燃やすごみ」、「燃やせないごみ」、「粗大ごみ」とし

ます。 

 

３）ごみ排出量 

ごみ排出量は減少傾向を示していますが、1人 1日当たりのごみ排出量は横ばい傾向を

示しています。 

本計画における削減目標は、家庭系ごみ、事業系ごみを削減することにより、1人 1日

当たりのごみ排出量を計画目標年度の 2028（令和 10）年度までに 986.0g/人・日、最終

目標年度の 2033（令和 15）年度において、960.0g/人・日とします。 
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（２）減量目標 

以上の考え方によって設定した、減量目標は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ３-３４ 減量目標 

  

 

 

 

 

 

 

  

項目
2022

(令和4年)
2028

(令和10年)
2033

(令和15年)

家庭系ごみ
839.1g/人・日
（10,772t/年）

816.7g/人・日
（9,116t/年）

796.4g/人・日
（7,780t/年）

事業系ごみ
176.1g/人・日
（2,258t/年）

169.3g/人・日
（1,889t/年）

163.6g/人・日
（1,597t/年）

ごみ排出量
1015.2g/人・日
（13,030t/年）

986.0g/人・日
（11,005t/年）

960.0g/人・日
（9,377t/年）

最終目標年度（2033（令和 15）年度）における減量目標 

 

■家庭系ごみ 1人 1日当たりのごみ排出量を 796.4g/人・日 

家庭系ごみの1人1日当たりのごみ排出量は、2028（令和10）年度に816.7g/人・日、

2033（令和15）年度に796.4g/人・日に抑えます。 

 

■事業系ごみ 1人 1日当たりのごみ排出量を 163.6g/人・日 

事業系ごみの1人1日当たりのごみ排出量は、2028（令和10）年度に169.3g/人・日、

2033（令和15）年度に163.6g/人・日に抑えます。 

 

■ごみ排出量 1人 1日当たり排出量 960ｇ/人･日以下 

ごみ排出量は、家庭系ごみ、事業系ごみを削減することにより、1 人 1 日当た

りのごみ排出量を 2028（令和 10）年度に 986.0g/人・日、2033（令和 15）年度

に 960.0g/人・日に抑えます。 

 

この減量目標を達成した場合、資源化率は 2028（令和 10）年に 16.9％、2033

（令和 15）年に 18.0％となり、最終処分率は 2028（令和 10）年に 11.1％、2033

（令和 15）年に 11.0％となります。 
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第４節 循環型社会構築のための基本構想 

１. ごみ処理の基本理念 

現行計画では、市民・事業者・行政の連携による 4R活動の推進による循環型社会及び生活環

境の充実の構築を目指してきました。 

本計画では、市民・事業者・行政の役割をより具体化し、それぞれが協力し合って目標に向

かうことを目指し、基本理念を次のとおり掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

みんなで取り組む「ごみ減量」と「資源循環」！！ 

～未来へつなぐ４Ｒ活動～ 

基本理念 

『 ４Ｒ 』とは 

Ｒｅｆｕｓｅ  

   リフューズ（発生回避：ごみになるようなものを断る。 

Ｒｅｄｕｃｅ 

   リデュース（発生抑制：ごみをできるだけ出さない。 

Ｒｅｕｓｅ  

   リユース （再使用 ：使えるものを繰り返し使用する。 

Ｒｅｃｙｃｌｅ  

リサイクル（再生利用：ごみを資源に戻し、新たな製品の原料として使用する。 

の頭文字をとったものです。 
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２. 基本方針 

基本理念の実現を目指して、本市におけるごみ処理基本計画の基本方針を示します。 

 

（１）ごみを作らない、出さない社会づくり 

天然資源の消費を抑制して、環境への負荷をできる限り低減する循環型社会を構築するた

めには、発生抑制を最優先に、大量生産・大量消費・大量リサイクルの言葉に代表されるよ

うな、我々の生活や物の生産のあり方を根本的に見直す必要があります。 

その一方で、ごみの減量化を推進するためには、このような社会経済体制の見直しだけで

なく、身近な場面では、多くの市民がマイバッグを持参したり、資源化物の分別収集に協力

するなど、市民一人一人が環境に配慮した行動を実践することが重要です。 

このため、市民・事業者・行政の連帯により、4R（「発生回避（Refuse:リフューズ）」、「発

生抑制（Reduce:リデュース）」、「再使用（Reuse：リユース）」、「再生利用（Recycle：リサイ

クル）」）の推進を実施し、ごみの減量化、資源化の取り組みを推進していきます。 

市民・事業者・行政の連携を図るため、広報紙等を活用した情報発信や啓発活動、施設見

学等による環境教育の充実に努めます。 

 

（２）廃棄物処理システムの構築 

発生抑制・再使用を優先し、やむを得ず排出される不用物については、中間処理、最終処分

を行っていきます。 

また、最終処分場は埋立残余容量がひっ迫しているため、新施設整備の方針について検討を

行っていきます。 

 

第５節 ごみの処理主体 

ごみの処理主体については、当面は現在の体制を継続するものとします。 

 

表 ３-３５ ごみの処理主体 

区分 現在の実施主体 将来の実施主体 

収集・運搬 家庭系ごみ 五島市 同左 

事業系ごみ 排出者 同左 

中間処理 燃やすごみ 

五島市 同左 

燃やせないごみ 

資源ごみ 

粗大ごみ 

剪定枝 

最終処分 五島市 同左 
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第６節 循環型社会形成の実現に向けた基本施策（排出抑制・再資源化計画） 

１. ごみを作らない、出さない社会づくり 

4R（「発生回避（Refuse:リフューズ）」、「発生抑制（Reduce:リデュース）」、「再使用（Reuse：

リユース）」、「再生利用（Recycle：リサイクル）」）の推進を実施します。 

以下の施策を推進し、「ごみを作らない、出さない」ライフスタイルの定着を目指します。 

 

（１）4Rの推進 

１）発生回避（Refuse:リフューズ） 

ごみになるようなものを断る取り組みです。 

基本施策 施策の内容 

①容器包装廃棄

物対策 

【市民の取り組み】 

・商品の購入にあたっては、マイバッグを持参してレジ袋をもらわない、

過剰包装を断る、簡易包装の商品を選択します。 

【事業者の取り組み】 

・消費者へのマイバッグ使用の奨励や提供する商品について、過剰包装や

トレイ、パックの使用などを見直し、容器包装廃棄物の発生抑制に努め

ます。 

・スーパーやコンビニエンスストアなどのレジ袋が有料化となったため、

消費者へのマイバッグ持参やレジ袋として使える指定ごみ袋活用の呼び

かけ等によりレジ袋の削減に努めます。 

【行政の取り組み】 

・容器包装廃棄物については、事業者、市民に発生回避への取組み等の情

報提供を充実させ、普及・啓発に努めます。また、事業者の取り組みにつ

いて、広報紙に掲載するなど、環境活動への活性に努めます。 

・マイバッグ運動やレジ袋として使える指定ごみ袋活用など、行政、事業

者、消費者の 3者が連携して活動できる取り組みについて検討します。 

 

②食品廃棄物対

策 

【市民の取り組み】 

・外出時には、食べきりや適量な注文をするなど食べ残しのないよう努め

ます。 

【事業者の取り組み】 

・提供する料理については、量の調整・選択ができるメニューの設定など

の食品廃棄物の発生回避に努めます。 

【行政の取り組み】 

・市民に対し、外食時の食べきりや適量な注文を推奨し、また飲食店への

「食べ切れる分量のメニュー」の設定、「30・10運動」の推進など、情報

の提供とともに、市民、事業者と連携した施策の検討、普及・促進に努め

ます。 
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２）発生抑制（Reduce:リデュース） 

ごみをできるだけ出さないための取り組みです 

基本施策 施策の内容 

①生ごみの発生

抑制対策 

【市民の取り組み】 

・含水率の高い生ごみの水切りを徹底します。 

・計画的な食品購入や食材の使い切り、料理の食べきりなど食材の無駄を

なくすことによって、厨芥類の減量化に努めます。 

・生ごみ減量化等処理機器購入費の補助制度を活用し、家庭から発生する

生ごみから良質な堆肥を作るなど、個人でできる減量化、リサイクル活

動に取り組みます。 

【事業者の取り組み】 

・飲食店においては、無駄のない食材の確保や使い切りなど過剰在庫の削

減に努めます。 

【行政の取り組み】 

・市民、事業者に対して、生ごみの水切りの徹底を推進し、焼却施設での燃

焼効率の向上に努めます。 

・生ごみ減量化等処理機器購入費の補助制度を継続することによって、家

庭ごみの発生抑制、再生利用に取り組みます。 

②事業系廃棄物

対策 

【事業者の取り組み】 

・事業活動に伴って生じるごみは事業者自らが責任を持って適正に処理・

処分することが原則であることを自覚し、適正な分別・排出を徹底する

ことにより、ごみの減量化、資源化に努めます。 

【行政の取り組み】 

・多量に排出される事業系廃棄物について、排出事業者の把握、管理を行

うとともに、搬入時の展開検査や個別指導により、適正な排出方法、分

別の徹底指導を行うことによって、ごみの減量化、資源化に取り組みま

す。 

③ごみ処理手数

料の見直し 

【行政の取り組み】 

・ごみの分別・発生抑制を促進するため、ごみの排出量や資源化率など社

会情勢に注視し、必要に応じて料金改定の検討を行います。 
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３）再使用（Reuse：リユース） 

使えるものを繰り返し使用する取り組みです。 

基本施策 施策の内容 

①リターナブル

容器（びん）の

使用 

【市民の取り組み】 

・ビール瓶、一升瓶、牛乳瓶など、洗って繰り返し使うことができ、環境へ

の負荷が小さいリターナブル容器の選択、使用を心掛けます。 

【事業者の取り組み】 

・販売をしたリターナブル容器（びん）については、積極的に回収を実施

し、使用顧客のリピート率向上に努めます。 

【行政の取り組み】 

・市民、事業者に対し、リターナブル容器やリユース容器などの身近に取

り組めるリユース活動について、情報発信を行い、再使用促進に努めま

す。 

②リユースフェ

アの開催 

【行政の取り組み】 

・リユースフェアの開催（年 2 回）を継続して行います。また、古着の提

供以外のイベント内容の拡充を検討します。 

 

４）再生利用（Recycle：リサイクル） 

ごみを資源に戻し、新たな製品の原料として利用する取り組みです。 

基本施策 施策の内容 

①雑がみ等の分別推

進 

【市民の取り組み】 

・可燃ごみに多く含まれる、リサイクル可能な雑がみについて、分別を

徹底し、可燃ごみの発生抑制、資源化に努めます。 

【事業者の取り組み】 

・機密文書及びリサイクル可能な紙類の適正な処理を徹底して行うこと

によって、可燃ごみの発生抑制、資源化に努めます。 

【行政の取り組み】 

・市民、事業所に対して、リサイクル可能な紙類、機密文書の適正な分

別、処理について、広報紙やホームページ、出前講座などを活用し、

ごみの減量化、資源化の普及・促進に努めます。 

②古紙類の拠点回収 【市民の取り組み】 

・古紙類の回収について、学校、各種団体を中心に地域ぐるみで協力し

て取り組むことによって、リサイクル意識を高め、ごみの減量化、資

源化に努めます。 

【行政の取り組み】 

・古紙類の拠点回収について、回収事業者等と連携したリサイクルシス

テムを構築し、リサイクルへの取り組みができる環境を提供すること

で、学校をはじめ、地域ぐるみの環境活動を推進します。 
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基本施策 施策の内容 

③白色トレイの店頭

回収 

【事業者の取り組み】 

・小売業者においては、販売をした白色トレイについて、回収ボックス

の設置、管理、回収品の保管を行うなど容器包装リサイクル法に基づ

いた資源化に努めます。 

【行政の取り組み】 

・白色トレイについては、量販店の店頭回収ボックスの利用等、市民の

利便性の向上を図るとともに、ごみの減量化、資源化に協力している

店舗については、広報紙に掲載するなど、環境に配慮した活動への活

性化に努めます。 

④草類の減量化・資

源化 

【市民、事業者の取り組み】 

・水分を多く含む草類は、可燃ごみとして排出する場合には、乾燥させ

嵩を減らすなど減量化に取り組みます。また、事業者が多量に排出す

る場合で堆肥化できる草類については、堆肥化施設（たい肥センター）

へ搬入するなど資源化に努めます。 

【行政の取り組み】 

・市民、事業者に対して、広報紙やホームページ等を活用し、堆肥化施

設（たい肥センター）への草の搬入について周知・啓発をおこない、

草の減量化・資源化を推進します。 

⑤剪定枝の資源化 【市民の取り組み】 

・剪定枝については、剪定枝破砕機の貸し出し制度を積極的に利用する

など資源化に努めます。 

・市が取り組む資源化事業に協力します。 

【事業者の取り組み】 

・事業所等から多量に排出される剪定枝については、一般廃棄物処理業

者に搬出するなど資源化（チップ材等）に努めます。 

【行政の取り組み】 

・市民、事業者に対して、広報紙やホームページ等を活用し、剪定枝破

砕機の貸し出しやチップ資源化施設への搬出等の周知・啓発をおこな

い、剪定枝の資源化を推進します。 

⑥再生品等の使用促

進（グリーン購入

の促進） 

【市民、事業者の取り組み】 

・再生品やリサイクル可能な製品など環境負荷が出来るだけ少ない製品

やサービスの選択に努めます。 

【行政の取り組み】 

・再生品など環境負荷が出来るだけ少ない製品やサービスの利用拡大の

ための情報提供を行います。 
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基本施策 施策の内容 

⑦各種リサイクル法

に基づく適正な排

出、回収 

【市民、事業者の取り組み】 

・各制度に従った適正な方法で排出します。 

【行政の取り組み】 

・市民、小売業者、収集運搬業者に対し、各種リサイクル法に基づく適

正な排出・回収方法等について、広報紙やホームページやごみの手引

書等を活用し、理解促進・啓発に努めます。 

⑧福江衛生センター

のし尿脱水汚泥の

有効利用 

【行政の取り組み】 

・し尿・浄化槽汚泥の処理過程で発生する汚泥（し尿処理汚泥）につい

ては、脱水後、ごみ焼却施設へ搬出していますが、資源化の面から、

一部をたい肥化等に利活用します。 

 

（２）環境教育・普及啓発の実施 

基本施策 施策の内容 

環境教育・啓発活

動の充実 

【行政の取り組み】 

・以下を通じて、環境教育・啓発活動の充実に努めます。 

①広報紙やホームページ 

②出前講座 

③施設見学 

④環境イベント（リユースフェア、市民大清掃、空き缶回収キャンペー

ンなど） 

 

２. 廃棄物処理システムの構築 

基本施策 施策の内容 

①分別の徹底（資

源ごみ・産業廃

棄物の混入防

止） 

【事業者の取り組み】 

・事業所から排出されるごみについて、市の処理施設で受入のできない産

業廃棄物が市の処理施設に混入することがないよう、排出事業者の責任

において適正な分別、排出の徹底に努めます。 

【行政の取り組み】 

・事業所ごみについて、燃やすごみへの資源の混入や、受入ができない産

業廃棄物の混入を防ぐため、定期的な展開検査を行い、排出事業者、収

集運搬業許可業者への指導強化に努めます。 

②ごみボックス

の更新 

・年次計画を作成し、老朽化したごみボックスを更新していきます。 
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第７節 収集・運搬計画 

１. 収集体制 

収集体制は、当面は現行の体制を継続するものとします。 

 

表 ３-３６ ごみの収集・運搬体制 

区分 収集方法 収集日 排出方法 収集体制 

燃やすごみ ごみボックス・各戸 週 2 回 
指定袋 

（白色） 

委託及び 

一部直営 

燃やせないごみ ごみボックス・各戸 
月 1 回 

（富江地区月 2 回） 

指定袋 

（青色） 

委託及び 

一部直営 

有害ごみ ごみボックス・各戸 
月 2 回 

（奈留地区月 1 回） 

無指定 

透明袋 

委託及び 

一部直営 

資源ごみ 1 ごみボックス・各戸 月 2 回 
無指定 

透明袋 

委託及び 

一部直営 

資源ごみ 2 ごみボックス・各戸 
月 1 回 

（奈留地区月 2 回） 

無指定 

透明袋 

委託及び 

一部直営 

資源ごみ 3 ごみボックス・各戸 月 2 回 
紙類：結束 

布類：透明袋 

委託及び 

一部直営 

資源ごみ 4 ごみボックス・各戸 
月 2 回 

(奈留地区月 1 回) 

無指定 

透明袋 

委託及び 

一部直営 

粗大ごみ 予約収集 週 1 回 指定シール 
委託及び 

一部直営 

※一部地域では収集頻度が異なります。 

 

２. ごみの収集・運搬量 

排出抑制策を実施した場合のごみの収集・運搬量を表 ３-３７に示します。なお、本計画では

家庭系ごみを収集ごみとして整理していることから、ごみの収集・運搬量は、排出抑制策を実

施した場合の家庭系ごみの数値とします。 

 

表 ３-３７ ごみの収集・運搬量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：t/年

実績値

2022
(令和4年)

2028
(令和10年)

2033
(令和15年)

燃やすごみ 10,571 8,768 7,362

燃やせないごみ 175 145 122

有害ごみ 19 17 15

資源ごみ1 584 508 444

資源ごみ2 33 29 26

資源ごみ3 1,033 1,017 960

資源ごみ4 289 251 220

粗大ごみ 326 270 228

合計 13,030 11,005 9,377

項目　＼　年度

目標値
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第８節 中間処理計画 

１. 中間処理体制 

中間処理については現行の体制を継続することとし、ごみ種別毎に適正に処理を行います。 

また、現在の処理体制及び排出抑制策を実施した場合のごみ処理体制を図 ３-９に示します。 

 

  

  

図 ３-９ 計画目標年度におけるごみ処理の流れ 

ごみ総排出量

11,149 t

古紙類拠点回収量 総資源化量

26 t 1,885 t

資源化率

剪定枝搬入量 16.9%

118 t

燃やすごみ

8,768 t

可燃性粗大ごみ

216 t 可燃残渣

粗大ごみ 121 t

270 t

不燃性粗大ごみ

54 t

資源ごみ

1,805 t

不燃残渣 焼却残渣

有害ごみ 16 t 1,080 t

17 t

燃やせないごみ

145 t

焼却処理量

富江クリーンセンター

（木質チップ化）

し尿処理施設残渣

202 t

五島市クリーンセンター

最終処分量率

11.1%

9,091 t

福江リサイクルセンター

処理量

1,859 t

最終処分量

1,241 t

ごみ総排出量

13,196 t

古紙類拠点回収量 総資源化量

30 t 2,086 t

資源化率

剪定枝搬入量 15.8%

136 t

燃やすごみ

10,571 t

可燃性粗大ごみ

216 t 可燃残渣

粗大ごみ 130 t

326 t

不燃性粗大ごみ

54 t

資源ごみ

1,939 t

不燃残渣 焼却残渣

有害ごみ 17 t 1,330 t

19 t

燃やせないごみ

175 t

最終処分量率

11.5%

11,195 t

福江リサイクルセンター

処理量

2,004 t

最終処分量

1,522 t

富江クリーンセンター

（木質チップ化）

し尿処理施設残渣

233 t

五島市クリーンセンター

焼却処理量

2022（令和 4）年度実績 

2028（令和 10）年度目標値 
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２. ごみ排出量の予測 

排出抑制策を実施した場合のごみ排出量を表 ３-３８及び図 ３-１０に示します。 

計画目標年度の 2028（令和 10）年度のごみ排出量は、2022（令和 4）年度の排出実績値より、

家庭系ごみは 1,656ｔ減少、事業系ごみは 369ｔ減少し、ごみ排出量は 2,025ｔ減少すると予測

されます。また、古紙類拠点回収量等を含めたごみ総排出量は 2,047ｔ減少すると予測されま

す。 

 

表 ３-３８ 排出抑制策を実施した場合のごみ排出量の予測結果 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-１０  排出抑制策を実施した場合のごみ排出量の予測結果 
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(令和5年)

2024

(令和6年)

2025

(令和7年)

2026

(令和8年)

2027

(令和9年)

2028

(令和10年)

2029

(令和11年)

2030

(令和12年)

2031

(令和13年)

2032

(令和14年)

2033

(令和15年)

（t/年） 家庭系ごみ 事業系ごみ

実績値 目標値

単位：t/年

実績値

2022
(令和4年)

2028
(令和10年)

2033
(令和15年)

計画処理区域内人口 人 35,173 30,583 26,757

家庭系ごみ t/年 10,772 9,116 7,780

1人1日当たり排出量 g/人･日 839.1 816.7 796.4

事業系ごみ t/年 2,258 1,889 1,597

1人1日当たり排出量 g/人･日 176.1 169.3 163.6

ごみ排出量 t/年 13,030 11,005 9,377

1人1日当たり排出量 g/人･日 1,015.2 986.0 960.0

ごみ総排出量 t/年 13,196 11,149 9,503

1人1日当たり排出量 g/人･日 1,028.1 998.9 972.9

目標値

項目　＼　年度 単位
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３. ごみ処理量の予測 

（１）ごみ処理量 

排出抑制策を実施した場合のごみ処理量の予測を表 ３-３９及び図 ３-１１に示します。 

計画目標年度の 2028（令和 10）年度において、排出抑制策を実施することにより、排出抑

制策を実施しない場合より焼却処理量を 2,104ｔ削減します。 

資源化量は 199ｔ減少しますが、資源化率は 1.1ポイント増加します。また、最終処分量は

281ｔ減少します。 

 

表 ３-３９ 排出抑制策を実施した場合のごみ処理量の予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 資源化率：ごみ排出量に対する資源化量の割合 

※ 最終処分量：ごみの総排出量のうち、最終処分した量 

 

図 ３-１１ 排出抑制策を実施した場合のごみ処理量の予測結果 
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(令和11年)
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(令和12年)

2031

(令和13年)

2032

(令和14年)

2033

(令和15年)

（％）（t/年）
焼却処理量 最終処分量 資源化率

実績値 目標値

単位：t/年

実績値

2022
(令和4年)

2028
(令和10年)

2033
(令和15年)

ごみ排出量 13,030 11,005 9,377

ごみ総排出量 13,196 11,149 9,503

焼却処理量 11,195 9,091 7,651

資源化量 2,086 1,885 1,714

資源化率（％） 15.8 16.9 18.0

最終処分量 1,522 1,241 1,045

最終処分率（％） 11.5 11.1 11.0

項目　＼　年度

目標値
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（２）焼却処理量 

排出抑制策を実施した場合の焼却処理量の予測を表 ３-４０に示します。 

 

表 ３-４０ 排出抑制策を実施した場合の焼却処理量の予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）資源化量 

排出抑制策を実施した場合の資源化量及び資源化率の予測を表 ３-４１に示します。 

 

表 ３-４１ 排出抑制策を実施した場合の資源化量及び資源化率の予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：t/年

実績値

2022
(令和4年)

2028
(令和10年)

2033
(令和15年)

ごみ総排出量 13,196 11,149 9,503

紙類 998 918 838

紙パック 4 4 3

金属類 401 369 337

ガラス類 283 260 237

ペットボトル 147 135 123

白色トレイ 21 19 18

布類 0 19 17

溶融スラグ 0 0 0

その他 18 17 15

小計 1,872 1,741 1,588

30 26 22

剪定枝量 184 118 104

2,086 1,885 1,714

資源化率（％） 15.8 16.9 18.0

目標値

合計

資
源
化
量

資
源
化
物

古紙拠点回収量

項目　＼　年度

単位：t/年

実績値

2022
(令和4年)

2028
(令和10年)

2033
(令和15年)

直接焼却 10,832 8,768 7,362

リサイクルセンター可燃残渣 130 121 110

し尿処理施設残渣 233 202 179

合計 11,195 9,091 7,651

項目　＼　年度

目標値
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第９節 最終処分計画 

最終処分については、現行の体制を継続することとし、ごみの排出抑制策を実施した上で、

どうしても処分する必要が生じた廃棄物を適正に処分します。また、その最終処分量の予測を

表 ３-４２に示します。 

 

表 ３-４２排出抑制策を実施した場合の最終処分量の予測結果 

  

 

 

 

 

 

 

 

第１０節 ごみ処理施設の整備に関する事項 

ごみ処理施設の整備について、当面は現在の現行施設における処理体制を継続することとし

ますが、現状の課題のうち、ごみ処理・処分に関連する課題について整理します。 

 

１. プラスチック資源循環法について 

「プラスチック資源循環法」が 2022（令和 4）年に施行されました。これに伴い製品プラス

チックの資源化について検討する必要があります。 

２. 最終処分場について 

2019（令和元）年 12 月に五島市クリーンセンターの供用開始に伴い、既存の焼却施設との処

理方法の違いにより、埋立処分を行っている焼却残渣の量が増加し、埋立地容量がひっ迫して

おり、新施設整備の方針について検討する必要があります。 

  

単位：t/年

実績値

2022
(令和4年)

2028
(令和10年)

2033
(令和15年)

直接埋立（燃やせないごみ） 175 145 122

焼却残渣 1,330 1,080 909

リサイクルセンター不燃残渣 17 16 14

合計 1,522 1,241 1,045

最終処分率 11.5 11.1 11.0

項目　＼　年度

目標値



第３章｜ごみ処理基本計画 

67 

第１１節 その他の計画 

 

１. 処理しないごみ 

（１）処理しないごみ 

本市が処理しないごみの品目・処分方法は現行の体制を継続するものとします。 

 

表 ３-４３ 処理しないごみ 

名称 品目 備考 

有害性のあるもの 毒物、劇物、農薬等 排出者が販売店へ依頼 

危険性のあるもの 医療系廃棄物、プロパンガスボンベ等 排出者が販売店または専門の

処理業者へ依頼 

引火性のあるもの ガソリン、灯油、シンナー、塗料等 排出者が販売店へ依頼 

法令の規定にあるもの テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、エアコン・衣類乾燥機、

パソコン本体（周辺機器を除く）等 

排出者が販売店または専門の

処理業者へ依頼 

その他 自動車、バイク等 

 

（２）フロン類が使用されている製品について 

家庭から排出されるフロン類が使用されている製品（業務用エアコン、冷蔵庫・冷蔵庫等）

は、「フロン類の使用の合理化及び管理の適正に関する法律」の第一種特定製品に規定されて

おり、廃棄する際はフロン類の回収が必要です。 

本市では、長崎県に登録された第一種フロン類充填回収業者によるフロン類の回収が完了し

たことを証明する引取証明書の写しの添付があるときでなければ収集できないため、排出者が

販売店、製造メーカー又は充填回収業登録を受けた専門の処理業者へ処理を依頼することを原

則として、引取証明書の写しの添付があるものに限り、粗大ごみとして収集・処理を行います。 

 

２. その他 

ごみの排出抑制策以外でごみ処理に関連する計画について、以下の施策を実行していきます。 

基本施策 施策の内容 

①不適正処理・不

法投棄対策 

・生活環境や自然環境、さらに観光資源としての景観を守るため、不法投

棄ごみ防止に関する啓発や監視パトロールを強化します。 

②漂流・漂着ごみ

対策 

・海岸環境を保持するため、国内外からの漂流・漂着ごみを撤去します。 

③災害廃棄物対

策 

・災害発生時には「災害時における災害廃棄物の処理等の協力に関する協

定」に基づいて生活環境の改善や早期の復旧・復興を図ります。 
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第４章  生活排水処理基本計画 

第１節 国におけるし尿処理行政の動向 

（１）し尿処理行政の動向 

し尿処理施設は、し尿及び浄化槽汚泥の衛生処理を推進し、公衆衛生の向上を図ることを目

的に整備が進められてきましたが、循環型社会の形成を実現していく必要性から、し尿・浄化

槽汚泥の処理においてもリサイクルの推進が求められるようになり、国は 1997（平成 9）年度

から、衛生処理と資源への再生機能を併せ持つ「汚泥再生処理センター」を国庫補助の対象と

して位置づけ、し尿の衛生処理のみを目的とした従来からのし尿処理施設の新設は国庫補助の

対象外としています。 

また、やむを得ない措置として実施されていたし尿の海洋投入は、2002（平成 14）年の廃棄

物処理法の一部改正により 2002（平成 14）年 2 月から原則禁止となり、現にし尿の海洋投入

処分を実施していた自治体に対する 5 年間の適用猶予期間を経て、2007（平成 19）年 2 月か

らは全面禁止となっています。 

 

（２）国の基本方針・計画等 

廃棄物処理基本方針では、し尿を含む生活排水対策について、持続的な汚水処理システムの構

築に向け、公共下水道、集落排水施設、浄化槽のそれぞれの有する特性、経済性等を総合的に勘

案して適切な役割分担の下での計画的な実施を促進することとしています。特に、浄化槽の整備

については、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換について転換費用の支援や広報活動

により推進を図るとともに、個別分散型処理システムとして災害に強く早期に復旧できるとい

う特性を持つ浄化槽の更なる普及促進のための検討を進めることとしています。 

また、国の廃棄物処理施設整備計画では、し尿及び生活雑排水対策に関しての重点目標を以

下のとおりとしています。 

 

表 ４-１ 廃棄物処理施設整備計画における目標及び指標 

目 標 指 標 

し尿及び生活雑排水の処理を推進し、

水環境の保全を図る。 

浄化槽整備区域内の浄化槽人口普及率 

58％（2020(令和 2)年度実績）→ 76％以上（2027(令和 9)年度） 
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第２節 生活排水処理の現状 

１. 生活排水処理の現状 

（１）生活排水の処理体系 

本市の生活排水処理は、合併処理浄化槽及び漁業集落排水施設により処理しています。 

これらの施設が未整備の場合は、単独処理浄化槽又はくみ取りにより処理しています。 

 

表 ４-２  生活排水の処理主体 

処理施設 処理対象 処理主体 

漁業集落排水施設 し尿・生活雑排水 五島市 

合併処理浄化槽 し尿・生活雑排水 個人等 

単独処理浄化槽 し尿 個人等 

し尿処理施設 し尿・浄化槽汚泥 五島市 

 

 

2000（平成 12）年の浄化槽法一部改正により単独処理浄化槽の新設は原則禁止され、合併処理浄化槽を

「浄化槽」と定義し、既設の単独処理浄化槽は「みなし浄化槽」として浄化槽法の適用対象としていま

すが、本市では未だ単独処理浄化槽が残存しており、「浄化槽」という表現が間違いを生じやすいため、

本計画では従来どおり「合併処理浄化槽」及び「単独処理浄化槽」と記載します。 

・単独処理浄化槽：し尿のみ処理 

・合併処理浄化槽：し尿と生活雑排水を併せて処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１ 生活排水処理形態 
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五島市
（行政区域）

し尿・生活雑排水処理 漁業集落排水施設

合併処理浄化槽

生活雑排水未処理 単独処理浄化槽
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（２）処理・処分の体系 

本市における生活排水の処理・処分の体系は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-２ 生活排水の処理・主体体系図 

 

（３）生活排水の処理方式別人口の動向と現状 

生活排水処理形態別人口は、以下に示すとおり合併処理浄化槽の整備により生活雑排水処理

人口は増加しています。 

一方、生活雑排水が未処理となる単独処理浄化槽人口及び非水洗化人口は、合併処理浄化槽

の整備に伴い年々減少しています。 

水洗化・生活雑排水処理率は年々上昇しており、2022（令和 4）年度は 47.2％となっていま

す。 
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表 ４-３ 生活排水処理形態別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-３ 生活排水処理形態別人口の推移 

 

表 ４-４ 全国及び長崎県との比較（2021（令和 3）年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人

１．計画処理区域内人口 37,207 36,733 36,335 35,093 35,173

２．水洗化・生活雑排水処理人口 15,275 15,716 16,051 16,339 16,607

（1）コミュニティプラント人口 0 0 0 0 0

（2）合併処理浄化槽人口 15,232 15,673 16,008 16,293 16,569

（3）公共下水道人口 0 0 0 0 0

（4）漁業集落排水施設人口 43 43 43 46 38

水洗化・生活雑排水処理率（％） 41.1 42.8 44.2 46.6 47.2

３．水洗化・生活雑排水未処理人口

（単独処理浄化槽人口）

水洗化・生活雑排水未処理率（％） 10.8 10.4 10.1 10.3 10.1

４．非水洗化人口 17,927 17,205 16,598 15,123 15,003

（1）し尿収集人口 17,927 17,205 16,598 15,123 15,003

（2）自家処理人口 0 0 0 0 0

※水洗化・生活雑排水(未)処理率：水洗化・生活雑排水(未)処理人口÷計画処理区域内人口

出典：一般廃棄物処理実態調査及び五島市資料（以降の実績に関する図表も同じ）
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（４）集落排水施設 

本市の集落排水施設として、漁業集落排水施設の「高崎浄化センター」があります。 

 

表 ４-５ 漁業集落排水施設の概要 

名 称 高崎浄化センター 

所 在 地 五島市三井楽町大川郷字高崎 

計画処理区名 三井楽町高崎地区 

計画処理人口 300 人 

整備区域面積 42.008ha 

供 用 開 始 2002（平成 14）年 9 月 

処 理 方 式 接触ばっ気式 

処 理 能 力 【日平均】81m3/日 【日最大】99m3/日 

計画流入水質 【BOD】200mg/L 【SS】200mg/L 

計画放流水質 【BOD】20mg/L 【SS】50mg/L 
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２. し尿等の収集・処理の現状 

（１）処理対象物の種類 

し尿処理施設の処理対象物は以下に示すとおりです。 

・ くみ取りし尿 

・ 合併処理浄化槽汚泥 

・ 単独処理浄化槽汚泥 

・ 漁業集落排水施設汚泥 

※1 以降の検討において、合併処理浄化槽汚泥、単独処理浄化槽汚泥、漁業集落排水施

設汚泥をまとめて「浄化槽汚泥」と表記します。 

 

（２）収集区域の範囲 

し尿・浄化槽汚泥の収集の区域は本市管内全域です。 

 

（３）収集運搬の方法（収集対象、実施主体、収集運搬機材、収集区分） 

し尿、浄化槽汚泥は、許可業者による収集を行っています。 

奈留島及びその他二次離島のし尿・浄化槽汚泥については、2014（平成 26）年度からし尿運搬

船によって福江島へ海上搬送し、大型衛生車に積み替えて福江衛生センターに搬入しています。 

 

表 ４-６ し尿・浄化槽汚泥の収集状況 

区 分 地 区 収集体制 収集方法 収集回数 

し 尿 

福 江 許可業者 3 業者 

個別収集 随時 五 島 西 部 許可業者 4 業者 

奈 留 許可業者 1 業者 

浄化槽汚泥 

福 江 

許可業者 7 業者 個別収集 年 1 回以上 五 島 西 部 

奈 留 

 

表 ４-７ し尿運搬船の概要 

船 名 かめりあ 

登録長・登録幅・登録深 全長：14.95m 全幅：4.48m 登録深：1.28m 

総トン数 8.5t 

主機関・出力 水冷 4 サイクルディーゼル機関 423kw 2,084rpm 1 基 

積 載 量 12m3 
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（４）し尿・浄化槽汚泥の収集量の実績 

合併処理浄化槽の設置数増加に伴い、し尿収集量は減少傾向、浄化槽汚泥収集量は増加傾

向で推移しています。 

 

表 ４-８ し尿・浄化槽汚泥の収集量の実績 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-４ し尿・浄化槽汚泥の収集量の推移 

 

 

 

  

し尿 18,469 18,275 17,151 16,760 16,205

浄化槽汚泥 22,299 24,625 24,294 24,336 25,525

計 40,768 42,900 41,445 41,096 41,730

2022

（令和4年）

年間量

（kL/年）

項目　／　年度
2018

（平成30年）

2019

（令和元年）

2020

（令和2年）

2021

（令和3年）

18,469 18,275 17,151 16,760 16,205

22,299 24,625 24,294 24,336 25,525
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（５）浄化槽の設置 

１）補助制度による合併処理浄化槽設置状況 

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、合併処理浄化槽を設置する市民

に対して浄化槽設置整備事業補助金を交付しています。また、効率的に水洗化・生活雑排

水処理率を向上させるために、2019（令和元）年度から 5年間の予定で設置費用に対する

本市独自の補助制度により合併処理浄化槽整備を推進しています。 

 

表 ４-９ 合併処理浄化槽の補助金交付実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）補助制度 

新築の場合と改築の場合及び設置場所により補助金額を定めています。 

また、2022（令和 4）年度以降は、51人槽以上の浄化槽も補助対象として、普及促進を

図っていきます。 

 

表 ４-１０ 合併処理浄化槽の補助制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：基

項目　／　年度
2018

（平成30年）
2019

（令和元年）
2020

（令和2年）
2021

（令和3年）
2022

（令和4年）

5人槽 260 232 201 182 189

6人槽及び7人槽 148 86 77 80 61

8人槽から10人槽まで 14 5 10 6 8

11人槽から20人槽まで 4 3 7 3 10

21人槽から30人槽まで 1 1 1 0 2

31人槽から50人槽まで 0 0 1 1 1

51人槽以上 0 0 0 0 0

52人槽以上 427 327 297 272 271

単位：円

福江島 久賀島及び奈留島
赤島、黄島、椛
島、蕨島、黒島、
嵯峨島及び前島

改築 632,000 932,000 1,182,000

新築 332,000 632,000 882,000

改築 714,000 1,014,000 1,264,000

新築 414,000 714,000 964,000

改築 848,000 1,148,000 1,398,000

新築 548,000 848,000 1,098,000

改築 1,239,000 1,539,000 1,789,000

新築 939,000 1,239,000 1,489,000

改築 1,772,000 2,072,000 2,322,000

新築 1,472,000 1,772,000 2,022,000

改築 2,337,000 2,637,000 2,887,000

新築 2,037,000 2,337,000 2,587,000

改築 2,626,000 2,926,000 3,176,000

新築 2,326,000 2,626,000 2,876,000

31人槽から
50人槽まで

51人槽以上

浄化槽の規模

※単独処理浄化槽又はくみ取り便槽の撤去が必要な場合は、上記金額に最大9万円が上乗せされます

5人槽

6人槽及び7人槽

8人槽から
10人槽まで

11人槽から
20人槽まで

21人槽から
30人槽まで
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（６）し尿処理施設の状況 

本市では、福江地区は福江衛生センター、五島西部地区は五島西部衛生センター、奈留地区

は奈留衛生センターでそれぞれ処理を行ってきました。いずれの施設も稼動開始後年月が経過

し、老朽化していることより、将来にわたって安定的なし尿・浄化槽汚泥の処理を確保するた

め、平成 26～27 年度において、福江衛生センターの基幹改良工事を実施し、し尿・浄化槽汚

泥の処理を福江衛生センターに集約し一元化を行いました。 

なお、処理を休止した 2施設については、各地区における収集体制を確保するため、し尿・

浄化槽汚泥の一時中継基地として活用しています。 

 

表 ４-１１ し尿処理施設の概要 

名 称 福江衛生センター 

所 在 地 五島市野々切町 2308 番地 1 

供用開始 1981（昭和 56）年 4 月 

敷地面積 22,186.05m2 

建築面積 1,278.35m2 

建設経過 着工 1980（昭和 55）年 1 月 

竣工 1981（昭和 56）年 3 月 

基幹的施設整備 1997（平成 9）年度 

2014（平成 26）～2015（平成 27）年度 

処理能力 118kL/日（し尿 58kL/日、浄化槽汚泥 60kL/日） 

処理方式 標準脱窒素処理方式＋高度処理 

希 釈 水 地下水 

放 流 先 無放流（土壌蒸発散処理） 

 

 

 

表 ４-１２ し尿・浄化槽汚泥の一時中継基地 

項 目 名 称 所 在 地 

五島西部地区 五島西部衛生センター 五島市岐宿町二本楠 357-26 

奈留地区 奈留衛生センター 五島市奈留町浦 1218-1 
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図 ４-５ 本市のし尿処理施設等の位置 

  

福江衛生センター 

五島西部衛生センター 

（中継施設） 

奈留衛生センター 

（中継施設） 
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３. 生活排水処理に係る課題 

（１）し尿処理施設 

し尿処理施設の福江衛生センター及び、一時中継施設の奈留衛生センターと西部衛生センタ

ーの適正管理と機能維持に努めていく必要があります。 

また、福江衛生センターの老朽化が進行しているため、今後の施設の方向性について検討を

行う必要があります。 

 

（２）合併処理浄化槽の設置補助 

2019（令和元）年度から 5年間の予定で、本市独自の設置補助制度により、合併処理浄化槽

整備を推進していますが、2023（令和 5）年度で市独自の補助制度の最終年度となります。 

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するために、2024（令和 6）年度以降も本市独

自の合併処理浄化槽の設置補助を継続し、引き続き水洗化・生活雑排水処理率の向上を図って

いくことが重要です。 

 

（３）収集・運搬 

二次離島の収集運搬体制及び計画収集体制を維持していく必要があります。 

 

（４）浄化槽の適正な維持管理 

設置者に浄化槽の定期的な保守・点検、清掃の実施について啓発を強化する等、保健所と連

携して適正な維持管理の徹底に努める必要があります。  
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第３節 し尿・浄化槽汚泥処理量等の将来予測 

１. 処理形態別人口のまとめ 

本市の計画処理区域内人口及び処理形態別人口の予測結果を整理すると、表 ４-１３及び図 

４-６に示すとおりになります。なお、行政区域内人口は、ごみ処理基本計画の人口の将来予測

結果とします。 

 

表 ４-１３ 処理形態別人口のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-６ 処理形態別人口のまとめ  

単位：人

実績値

2022
（令和4年）

2028
（令和10年）

2033
（令和15年）

35,173 30,583 26,757

水洗化・生活排水処理人口 16,607 18,224 19,304

合併処理浄化槽人口 16,569 18,186 19,268

漁業集落排水施設人口 38 38 36

普及率（％） 47.2 59.6 72.1

3,563 2,372 1,430

非水洗化人口 （し尿収集人口） 15,003 9,987 6,023

項目／年度

予測値
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水洗化・生活排水未処理人口
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２. し尿・浄化槽汚泥収集量の予測 

処理形態別人口と過去 3年間（2020（令和 2）～2022（令和 4）年度）の平均値から算出した

計画原単位を基に、生活排水処理量の予測を行った結果は表 ４-１４及び図 ４-７のとおりで

す。 

 

表 ４-１４し尿・浄化槽汚泥収集量の予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-７ し尿・浄化槽汚泥収集量の予測結果 
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実績値

2022
（令和4年）

2028
（令和10年）

2033
（令和15年）

行政区域内人口 人 35,173 30,583 26,757

合併処理浄化槽人口 人 16,569 18,186 19,268

漁業集落排水施設人口 人 38 38 36

単独処理浄化槽人口 人 3,563 2,372 1,430

し尿収集人口 人 15,003 9,987 6,023

し尿 kL/年 16,205 10,717 6,463

浄化槽汚泥 kL/年 25,525 25,484 25,655

合計 kL/年 41,730 36,201 32,118
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第４節 生活排水処理基本計画 

１. 生活排水処理の基本方針 

（１）生活排水処理施設整備の推進 

浄化槽設置に係る補助事業を継続することにより、生活排水処理施設の整備を推進し、水洗

化・生活雑排水処理率の向上を図るとともに、生活環境の向上と公共用水域の水質保全に取り

組むこととします。 

 

（２）単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換 

単独処理浄化槽を設置している家庭・事業所等に対しては、生活排水処理を促進するため、

合併処理浄化槽への転換を働きかけていきます。 

 

（３）水環境の保全に対する意識の高揚 

日常生活や生産活動における水環境への負荷を低減するため、水環境の保全に関する教育や

広報・啓発活動に努めていきます。 

 

２. 生活排水処理の施策 

 

基本施策 施策の内容 

①水洗化・生活雑

排水処理率の

向上 

・合併処理浄化槽の普及促進を図るため、合併処理浄化槽の設置補助制度

を継続し、生活排水対策に取り組むことにより水洗化・生活雑排水処理

率を向上させていきます。 

②計画収集・運搬

体制の効率化 

・し尿・浄化槽汚泥の収集運搬については、毎年定める一般廃棄物処理実

施計画に基づいて行います。 

・二次離島（一部を除く）のし尿処理については、し尿運搬船による計画収

集及び搬送を行います。 

・中継貯留施設から処理施設へのし尿・浄化槽汚泥輸送については、し尿

運搬船及び大型衛生車により計画搬送を行います。 

・現在、実施計画に基づく適正なし尿・浄化槽汚泥収集運搬体制が構築さ

れているため、原則として新規の事業許可は行わないこととします。 

③し尿処理施設

の適正管理・維

持補修 

・2016（平成 28）年度から計画区域内、し尿・浄化槽汚泥の集約一元処理

を行っており、収集運搬及び計画搬送されたし尿等は、し尿処理施設で

適正に処理を行っています。今後も安定した処理を行っていくため、施

設の適正管理と機能維持に努めます。 

④新し尿処理施

設の整備方針

の検討 

・福江衛生センターは 2014（平成 26）～2015（平成 27）年度にかけて基幹

的施設整備が行われているものの、施設の老朽化は進行しており、将来

にわたり安定した処理体制を確保するため、新処理施設の整備方針につ

いて検討を行います。 
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３. し尿・浄化槽汚泥の処理計画 

（１）収集運搬計画 

し尿及び浄化槽の収集運搬は、今後も現状と同様に許可業者による収集によって行うもの

とします。 

また、奈留島及びその他二次離島のし尿・浄化槽汚泥については、今後もし尿運搬船によ

り海上搬送し、大型衛生車に積み替えて福江衛生センターに搬入するものとします。 

 

（２）中間処理計画 

本市から発生するし尿及び浄化槽汚泥は、引き続き、福江衛生センターで適切に処理を行

うものとします。 

また、一時中継基地の奈留衛生センターと西部衛生センターの適正管理と維持機能に努め

ていくものとします。 

 

（３）資源化計画 

し尿・浄化槽汚泥の処理過程から発生する汚泥（し尿処理汚泥）は、2019（令和元）年度に

肥料登録を行い、一部を市民へ無償配布しています。資源化の面から今後も継続して行くもの

とします。 

 

（４）最終処分計画 

残渣（汚泥・し渣）は、ごみ焼却施設へ搬入し、焼却処分を行っています。また、焼却処理

後の焼却灰・飛灰は、福江一般廃棄物最終処分場で埋立処分を行っています。今後も現行体制

を継続していくものとします。 

 

（５）災害時のし尿・浄化槽汚泥の処理計画 

地震や台風及び集中豪雨等の大規模災害時のし尿・浄化槽汚泥の処理に関しては、国・長崎

県及び近隣自治体と連携を図り、適正処理を確保するものとします。
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第５章 計画の進行管理 

本計画の推進に当たっては、取り組みの実施状況や成果を点検・評価し、その結果を次の取

り組みへとつなげることが必要です。 

本計画を円滑・着実に推進し、また、より高次の取り組みの展開を目指すため、点検・評価、

計画見直し、計画実行の PDCA サイクル（Plan（計画）－Do（実施）－Check（点検・評価）－

Act（見直し））に基づく進行管理を行っていきます。 

PDCA サイクルのイメージを図 ５-１に示します。また、一般廃棄物処理計画の評価指標及び

事項を表 ５-１から表 ５-４に示します。 

 

１．一般廃棄物処理計画（Plan）

① 一般廃棄物処理計画の策定・改訂

② 評価項目に関する目標値の設定

③ 一般廃棄物処理実施計画の策定

２．一般廃棄物処理計画の実施（Do）

① 一般廃棄物処理に基づいた実施

４．一般廃棄物処理計画の見直し（Ａｃｔ）

① 目標値の達成状況確認

② 一般廃棄物処理システムの改善策と新しい目

　　標値の検討

３．一般廃棄物処理計画の点検・評価（Check）

① 廃棄物の発生量及び処理量

② 基本施策の進捗状況

 

図 ５-１ ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

表 ５-１ 排出量及び処理量（計画目標年度 2028（令和 10）年度） 

評価の指標 評 価 事 項 評 価 

廃棄物の削減目標 家庭系ごみ 9,116t/年  

（1人 1日当たり排出量） 816.7g/人・日  

事業系ごみ 1,889t/年  

（1人 1日当たり排出量） 169.3g/人・日  

ごみ排出量 11,005t/年  

（1人 1日当たり排出量） 986.0g/人・日  
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表 ５-２ ごみ処理基本施策の進捗状況（１） 

評価の指標 評 価 事 項 評 価 

4Rの推進 発生回避（Refuse:リフューズ） 容器包装廃棄物対策  

食品廃棄物対策  

発生抑制（Reduce:リデュース） 生ごみの発生抑制  

事業系廃棄物対策  

再使用（Reuse：リユース） リターナブル容器（びん）の使

用 

 

リユースフェアの開催  

再生利用（Recycle：リサイクル） 雑がみ等の分別推進  

古紙類の拠点回収  

白色トレイの店頭回収  

草類の減量化・資源化  

剪定枝の資源化  

再生品等の使用促進（グリー

ン購入の促進） 

 

家電リサイクル法に基づく適

正な回収体制 

 

福江衛生センターのし尿脱水

汚泥の有効利用 

 

環境教育・普

及啓発の実施 

環境教育・啓発活動の充実  

 

表 ５-３ ごみ処理基本施策の進捗状況（２） 

評価の指標 評 価 事 項 評 価 

収集・受入体制の充実 分別の徹底（資源ごみ・産業廃棄物の混入防止）  

ごみボックスの更新  

その他の施策 本市収集・処理しないごみの処理方法の啓発  

不適正処理・不法投棄対策  

漂流・漂着ごみ対策  

災害廃棄物対策  

プラスチック資源化（プラスチック資源循環法）の方針検討  

新最終処分量の整備方針検討  
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表 ５-４ 生活排水処理基本施策の進捗状況 

評 価 事 項 評 価 

水洗化・生活雑排水処理率の向上  

計画収集・運搬体制の効率化  

し尿処理施設の適正管理・維持補修  

新し尿処理施設の整備方針検討  

 


